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要   約 

 

１. 国の概要 

ブータン王国（以下、ブータン）では、農業は GDP の約 16%（2013 年）を占め、総人口の

56%（2013 年）が従事する基幹産業である。しかしながら、国全体が険しい山岳地帯のため、

農家一戸当たりの農業用地は極めて小規模で、かつ生産効率も悪いため、穀物自給率は 66%

（2013 年）に留まっている。また若者の都市部への流出により、農村部の労働力不足や高齢化

が深刻化している。このような状況の中で、食料自給率を改善しつつ、農民の所得改善を図る

ためには、農業生産性向上とあわせて、農作業の効率化や農産物の出荷及び各種公共サービス

に必要な農村道路を整備し、アクセスを改善することが不可欠である。 

 

２. プロジェクトの背景、経緯及び概要 

我が国はこれまでに、農業機械化及び灌漑整備、農業技術開発及び普及能力向上（稲及び園

芸作物）、農道架橋技術向上の支援などを実施している。農村道路建設機材については、1989

年に始まる「パロ谷農業総合開発計画」、2004 年度の「農村道路建設機材整備計画」及び 2009

年度の「第二次農村道路建設機材整備計画」に建設機材の供与を実施した。これら機材により

農業林業省は、第 10 次 5 ヵ年計画終了時（2013 年 6 月）までに 2,609km の農村道路を建設し

た。これは民間を含む建設合計 5,893km（2013 年 6 月）の約 44％に当たる大きな貢献であり、

農村道路建設においてブータンが我が国へ支援を要請する理由の一つとなっている。 

ブータンの国家開発計画である第 11 次 5 ヵ年計画（2013 年 7 月-2018 年 6 月）においては、

第 1 の柱である「持続可能で公平な社会経済開発」の中で、計画期間中に農村道路約 2,500km

の整備を目標としているが、落石や崩落などによる既存の農村道路の維持管理の需要も増加し

ており、既存の老朽化しつつある建設機材では質量ともに対応が困難な状況にある。貧困層の

多い農村地域における 低限の生活維持のために農村道路の整備・維持管理の必要性・緊急性

は高いことから、無償資金協力としての本事業を実施する意義は大きい。 

このような背景の下、ブータン政府は農村道路建設機材の調達資金について我が国に無償資

金協力を要請した。 

本プロジェクトは、ブータン農業林業省農業局が管轄する中央機械化センター（CMU）に新

たに農村道路建設機材を供与することにより、CMU が保有する既存機材の建設能力不足を補

い、建設計画の約 2,500 ㎞を達成することで上位目標であるブータンの農村開発を支援するも

のである。 

 

３. 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

ブータン政府の要請を受けて、日本政府は農業林業省農業局を実施機関とする農村道路建設

機材整備についての協力準備調査の実施を決定した。JICA は、平成 27 年 8 月 9 日から 9 月 7

日まで協力準備調査団を現地に派遣し、ブータン関係者と協議を行うとともに、プロジェクト

対象地域における調査を実施した。帰国後、現地調査結果に基づいて 適な事業内容について

概略設計を行い、その内容を取りまとめて協力準備調査報告書（案）を作成した。JICA は協力
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準備調査報告書（案）の説明のため、調査団を平成 27 年 12 月 10 日から 12 月 18 日まで現地に

派遣し、その内容についてブータン関係者と協議・確認を行った。 

要請機材を踏まえた上で、実施機関である農業林業省農業局と 12 月 10 日に合意した協議議

事録において、本プロジェクトの対象となる作業はブータン全 20 県の農村道路建設及び維持管

理作業とすることとし、CMU 本部と 2 ヶ所の支所に機材を配置することを確認した。 

 

調達機材が対象とする作業は以下のとおりに分類され、これらの作業に必要な機種の選定を

行った。 

作業別機材編成 

作業内容

仕様選定理由

地山・岩盤の掘削、盛土

路肩を含めた道路幅4,000mmでの効率的な掘削を考慮
既存機材と同仕様

岩盤の破砕

上記エクスカベーターに適合した機種

ジャックハンマー動力

ジャックハンマー2台分のエアー吐出量
既存機材と同仕様

岩盤の削孔

削孔能力。既存機材と同仕様

燃料の運搬

現地道路での走行性。既存機材と同仕様
重機の運搬

0.8m3油圧ショベルの重量が20tonを積載可能

現場における機材の小規模修理

部品の積載能力。メカニック・オペレータ等、最大5名の
搭乗能力、劣悪な道路での走行性能
修理施設における部品の運搬

搬送部品の最大重量（2ton）

バケット等の肉盛り・補強溶接

溶接対象の部材厚さに適した出力（A）

燃料ポンプの噴射量調整・整備
エクスカベータのエンジン気筒数に対応

8気筒対応

燃料タンク車 積載量3,000L

基本仕様

エクスカベーター
重量20tonクラス

バケット容量0.8m3

油圧ブレーカー 重量1,600kgクラス

燃料ポンプ試験機

バックホーローダー

崩壊土砂の撤去、積込み
崩落部の埋め戻し
のり面整形
側溝掘削

維持管理に必要な積み込み及び掘削能力
未舗装道路での走行性
ブータンでの普及機種

重量7-8tonクラス

ローダーバケット容量1.0m3

バックホーバケット容量0.2m3

4WD

支
援

作　業

維
持
管
理

小型トラック

機材名

エアコンプレッサー

掘
削

吐出量7-8m3／min

重量21ｰ22kgクラス、2.4m3／min

4WD、積載800ｰ1,000kgクラス、定員5名

最大運搬3ton、バッテリー駆動フォークリフト

半自動溶接機 最大出力350A、CO2シリンダ付属

セルフローダー 積載荷重20ｔon

ジャックハンマー

 
 

CMU は第 11 次 5 ヵ年計画期間において 1,300km の農道建設を実施することとなっている。

既存機材による CMU 施工実績が平均 14.05km／月であることより、第 11 次 5 ヵ年計画の 5 年

間では 843km の建設が可能であると推定される。よって 1,300km の建設を行うために既存機材

の施工能力では不足する 1,300km－843km＝457km を本計画の調達する機材で建設を行うもの

とする。 
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建設実施期間 

2013 2014 2015 2016 2017 2018

既存機材
農村道路

建設
843km

（14.05km/月）

機材調達 －

農村道路
建設

457km
（38.08km/月）

本計画機材

農村道路
建設距離

（平均月進）

第11次5ヵ年計画7月 6月

6月7月 12ヶ月

60ヶ月7月 6月

8月

入札

 
 

上記表に示すように本プロジェクトの調達機材の引渡し時期は、2017 年 6 月頃と予定される

ため、457km の農道建設を 12 ヶ月間で実施するために必要となる機材の調達について検討を

行った。検討結果から求めた調達機材（案）及び配置計画を表に示す。 

 

調達機材（案） 

ブムタン
CMU本部

タシガン
カンマ支所

サルパン
ブール支所

合　計

1 エクスカベーター 重量20tonクラス (0.8m3) 10 10 10 30

2 油圧ブレーカー 重量1,600kg 10 10 10 30

3 エアコンプレッサー 吐出量7-8m3/min 10 10 10 30

4 ジャックハンマー 21-22kg 20 20 20 60

5 バックホーローダー 重量7-10ton( 1.0m3、0.2m3) 8 6 6 20

6 燃料タンク車 積載量3,000L 0 0 1 1

7 セルフローダー 積載荷重20ｔon 0 1 1 2

8 フォークリフト 最大運搬3ton、バッテリー駆動 0 1 1 2

9 小型トラック 定員5名、4WD、積載800-1000kg 1 1 1 3

10 半自動溶接機 最大出力350A、CO2シリンダ付属 1 1 1 3

11 燃料ポンプ試験機 8気筒対応 1 0 0 1

12 スペアパーツ
2年間の標準的な稼働に必要な
定期交換部品・消耗部品等

－ － － 1

機　　種 仕　　様

配　置　台　数

 

 

現在、CMU が使用している機材のほとんどが日本製である。そのためオペレーター、メカ

ニックも日本製機材の取り扱いに習熟している。また、CMU は本プロジェクトの機材につい

ても日本製品及び日本メーカーの機材を要望している。 

よって、本調達計画では日本製品を中心に、調達先を検討し、日本製品が存在しない若しく

は製作メーカー数が限られている場合は海外生産の日本メーカー製や日本製と同等の品質が確

保できる第三国での調達を検討することとする。第三国調達が想定される機材としては、日本

で製造を行っていないバックホーローダー、小型トラック、燃料ポンプ試験機が挙げられる。 

 

４. プロジェクトの工期及び概略事業費 

本プロジェクトを我が国の無償資金協力により実施する場合、実施設計期間は 4.5 ヶ月、機

材調達期間は 10.5 ヶ月と想定される。本プロジェクトの総事業費は 9.76 億円（日本側 9.75 億

円、ブータン側 1.34 百万円）と見込まれる。 
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５. プロジェクトの評価 

(1) 妥当性 

本事業は、道路が唯一の陸上交通手段であるブータンにおいて、農産物の輸送等に必要不可

欠なインフラである農村道路の建設及び維持管理に必要な機材を整備するものである。過去 2

回にわたり我が国の協力により調達された機材は有効に活用されており、先方政府や対象地域

の自治体からの評価も高い。第 11 次 5 ヵ年計画では約 2,500km の農村道路の拡張が予定されて

おり、これまでに整備された第 9 次及び第 10 次 5 ヵ年計画と併せると約 7,500km の緊急度の

高い農村道路整備が終了することになる一方、落石や崩落などによる既存の農村道路の維持管

理の需要も増加しており、既存の老朽化しつつある建設機材では質・量ともに対応が困難な状

況にある。貧困層の多い農村地域における 低限の生活維持のために農村道路の整備・維持管

理の必要性・緊急性は高いことから、無償資金協力として本事業の実施を支援する必要性及び

妥当性は高い。 

 

(2) 有効性 

1) 定量的効果 

定量的効果 

 

指 標 名 基準値（2015 年 6 月） 目標値（2018 年 6 月）
※1 

農村道路建設距離（km） 337※2 1,300※3 

農村道路維持管理距離（km） 335※4 988※5 

※1：事業完成 1 年後（第 11 次 FYP 終了時点：2018 年 6 月） 
※2：CMU 既存機材の実績（2013 年 7 月-2015 年 6 月） 

※3：既存機材の 5 年間建設距離（推定値）＋調達機材の 1 年間建設距離 

→ 843 km＋457 km＝1,300 km 
※4：CMU 既存機材の実績（2013 年 7 月-2015 年 6 月） 

※5：〔バックホーローダー（調達機材）の月間維持管理能力×調達台数×12 ヶ月〕 

＋既存機材の 5 年間維持管理距離（推定値） 

→（0.63 km/台･月×20 台×12 ヶ月）＋837 km 

＝151 km＋837 km＝988 km 

 

2) 定性的効果 

本計画における定性的効果は以下の通りである。 

① 農産物の集出荷・販売の実現・改善、農作業の効率化による農業収入の向上 

② 農村住民の市場及び公共サービス（病院、学校、役所）へのアクセス時間の改善 
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7. セルフローダー            8. フォークリフト 

 

 

 

 

 

 

 

 

9. 小型トラック     10. 半自動溶接機     11. 燃料ポンプ試験機 

 

主要調達機材イメージ図 

 



 

現況写真（1/2） 

農村風景（タシガン県） 

農家は耕作地近くに点在し、密集しない 

 

農村風景（ワンディポダン県） 

僅かな平地は農地として利用されている 

 

農村風景（トンサ県） 

斜面を縫うように走る農村道路 

農村道路（ブムタン県） 

排水側溝が十分でなく排水が路面を通過し、 

谷側路肩が崩壊した 

 

農村道路建設状況（タシガン県） 

第ニ次農村道路建設機材整備計画で 

調達されたエクスカベーターにて施工中 

農村道路（ブムタン県） 

竣工後一年経過した農村道路 

路面・切土が安定してきている 



 

現況写真（2/2） 

CMU 本部（ブムタン県） 

整備工場及び駐機場 

 

CMU 本部（ブムタン県） 

部品倉庫 

部品毎によく整理されている 

 

CMU ブール支所（サルパン県） 

整備工場及び駐機場 

CMU カンマ支所（タシガン県） 

整備工場及び駐機場 

 

 

 

CMU カンマ支所（タシガン県） 

振動ローラー 

第一次農村道路建設機材整備機材で調達 

CMU ブール支所（サルパン県） 

移動修理車 

第二次農村道路建設機材整備機材で調達 



 

 

 

図表リスト 

 

頁 

図 2-1 農業林業省組織図 ..................................................................................................................... 7 

図 2-2 中央機械化センター組織図 ..................................................................................................... 8 

図 2-3 CMU 本部、各支所のワークショップ建屋 ........................................................................... 8 

図 2-4 農村道路建設実施体制 ............................................................................................................ 11 

図 2-5 改訂ガイドライン 2013 の考慮事項 ..................................................................................... 13 

図 2-6 ガイドライン 2009 と 2013 の目次の違い ........................................................................... 13 

図 2-7 農村道路標準断面 ................................................................................................................... 23 

図 2-8 建設直後の農村道路と数年を経た農村道路 ....................................................................... 23 

図 2-9 計画農村道路の現場 ............................................................................................................... 23 

図 2-10 道路維持管理の現場 ............................................................................................................. 24 

図 3-1 調達機材参考図 ....................................................................................................................... 29 

図 3-2 事業実施関係図 ....................................................................................................................... 34 

図 3-3 輸送ルートの概要 ................................................................................................................... 38 

 

表 1-1 県、郡、村、集落の概要 ......................................................................................................... 2 

表 1-2 要請機材内容 ............................................................................................................................. 4 

表 1-3 我が国の援助概要 ..................................................................................................................... 5 

表 1-4 ドナー別援助額 ......................................................................................................................... 6 

表 1-5 他ドナーによる機材調達 ......................................................................................................... 6 

表 2-1 CMU の人員体制 ...................................................................................................................... 8 

表 2-2 CMU の施工による農村道路建設予算 ................................................................................... 9 

表 2-3 CMU の予算・支出実績 ........................................................................................................... 9 

表 2-4 農村道路建設と行政単位・機関 ........................................................................................... 10 

表 2-5 第 11 次 5 ヵ年（2013 年 7 月‐2018 年 6 月）中の農村道路建設計画 ........................... 12 

表 2-6 CMU 既存機材状況（1/2） ................................................................................................... 20 

表 2-7 CMU 既存機材状況（2/2） ................................................................................................... 21 

表 2-8 県別農村道路整備状況 ........................................................................................................... 22 

表 2-9 CMU 機材による農村道路建設と維持管理の実績 ............................................................. 24 

表 3-1 作業別機材編成 ....................................................................................................................... 29 

表 3-2 機材基本仕様（案） ............................................................................................................... 30 

表 3-3 建設実施期間 ........................................................................................................................... 31 

表 3-4 掘削作業で必要な機材数量 ................................................................................................... 31 

表 3-5 維持管理作業で必要な機材数量 ........................................................................................... 32 



 

表 3-6 支援作業で必要な機材数量 ................................................................................................... 33 

表 3-7 主なスペアパーツ ................................................................................................................... 33 

表 3-8 調達機材（案） ....................................................................................................................... 34 

表 3-9 両国政府の負担区分 ............................................................................................................... 36 

表 3-10 現地代理店情報 ..................................................................................................................... 37 

表 3-11 初期操作指導・運用指導 ..................................................................................................... 39 

表 3-12 現有機材の診断・維持管理指導 ......................................................................................... 40 

表 3-13 事業実施工程 ......................................................................................................................... 40 

表 3-14 新規配置人員 ......................................................................................................................... 41 

表 3-15 燃料･油脂費用見積（新規に必要となる費用） ............................................................... 43 

表 3-16 維持修理費用見積（新規に必要となる費用） ................................................................. 43 

表 4-1 事業実施のための前提条件 ................................................................................................... 44 

表 4-2 相手方投入（負担）事項 ....................................................................................................... 44 

表 4-3 外部条件................................................................................................................................... 45 

表 4-4 定量的効果 ............................................................................................................................... 46 

 

 



 

略 語 表 

国家機関・国際機関・援助機関・開発計画 

ADB Asian Development Bank アジア開発銀行 

CDCL Construction Development Co. Ltd. 建設機械公社 

CMU Central Machinery Unit 中央機械センター 

DANTAK Indian Border Roads Organizations インド陸軍工兵隊 

DOA Department of Agriculture 農業局 

DOR Department of Road 道路局 

DRDP Decentralized Rural Development Project 地方分権開発計画 

DSP Decentralized Support Project 地方分権援助計画 

FYP Five Year Plan 5 ヵ年計画 

GNHC Gross National Happiness Commission 国民総幸福委員会 

GOI Government of India インド政府 

GOJ Government of Japan 日本政府 

GDP Gross Domestic Product 国内総生産 

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 

KR2 Kennedy Round II 食糧増産援助 

MOAF Ministry of Agriculture and Forests 農業林業省 

RGOB Royal Government of Bhutan ブータン政府 

RNR Renewable Natural Resources 再生可能資源 

WB World Bank 世界銀行 

WFP World Food Programme  世界食糧計画 

 

その他 

A/P Authorization to Pay 支払授権書 

B/A Banking Arrangement 銀行取極め 

EIA Environmental Impact Assessment 環境影響評価 

E/N Exchange of Note 交換公文 

G/A Grant Agreement 贈与契約 

IEE Initial Environmental Examination 初期環境調査 

M/D Minute of Discussion 討議議事録 

Nu. Ngultrum ヌルタム（ブータン通貨） 

4WD 4 Wheel Drive 四輪駆動 

 

 



- 1 - 

第 1 章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

ブータン王国（以下、ブータン）では、農業は GDP の約 16%（2013 年）を占め、総人口の 56%

（2013 年）が従事する基幹産業である1。しかしながら、国全体が険しい山岳地帯のため、農家

一戸当たりの農業用地は極めて小規模で、かつ生産効率も悪いため、穀物自給率は 66%（2013

年）に留まっている2。また若者の都市部への流出により、農村部の労働力不足や高齢化が深刻化

している。このような状況の中で、食料自給率を改善しつつ、農民の所得改善を図るためには、

農業生産性向上とあわせて、農作業の効率化や農産物の出荷及び各種公共サービス（病院、学校、

役所等）に必要な農村道路を整備し、アクセスを改善することが不可欠である。 

我が国はこれまでに、農業機械化及び灌漑整備、農業技術開発及び普及能力向上（稲及び園芸

作物）、農道架橋技術向上の支援などを実施している。特に道路建設機材については、無償資金

協力事業で 2004 年度に「農村道路建設機材整備計画」（以下、Phase1）と 2009 年度に「第二次農

村道路建設機材整備計画」（以下、Phase2）に農村道路建設機材の供与を実施した。これら機材に

より農業林業省は、第 10 次 5 か年計画終了時（2013 年 6 月）までに 2,609km の農村道路を建設

した。これは民間委託事業による農村道路建設を含む建設合計 5,893km（2013 年 6 月）の約 44％

である。 

ブータンの国家開発計画である第 11 次 5 ヵ年計画（2013 年 7 月-2018 年 6 月）においては、第

1 の柱である「持続可能で公平な社会経済開発」の中で、計画期間中に農村道路約 2,500km の整

備を目標としているが、落石や崩落などによる既存の農村道路の維持管理の需要も増加しており、

既存の老朽化しつつある建設機材では質量ともに対応が困難な状況にあり、その改善は喫緊の課

題となっている。 

 

1-1-2 開発計画 

ブータンの開発政策は、1999 年に｢Bhutan 2020｣という開発大綱を策定し、2020 年までの長期

的な国の方向性を示している。同大綱では、GDP で計られる経済成長だけでなく、国民が幸福感

をもって暮らせる社会を 終目標とする、国民総幸福（Gross National Happiness：GNH）の 大

化を開発の基本理念として掲げ、①人間開発、②文化遺産の保護振興、③持続可能で平等な社会

経済開発、④良い統治、及び⑤環境保全の 5 つを目標としている。 

短・中期的な国家開発計画としては、「Bhutan 2020」をもとに国民総幸福委員会（Gross National 

Happiness Commission：GNHC）が策定した 5 ヵ年計画（Five-Year Plan：FYP）がある。現行の

FYP は、2013 年 7 月から 2018 年 6 月までの開発指針を記した｢第 11 次 FYP｣を実施中である。

同計画では、｢Self-reliance and inclusive Green Socio-Economic Development｣を目標に掲げ、16 の重

要分野を設定している。 

農業セクターの目標として、（a）社会開発を含む環境に優しい経済、貧困削減、気候変動の持

続的管理、及び天然資源の開発利用を掲げ、これらの目標達成のために、（a）食料・栄養安全保

障の強化、（b）持続的な地方農村経済の強化、（c）再生可能天然資源（Renewable Natural Resources：

RNR）セクターの成長加速化、及び（d）持続的な天然資源の管理と利用を挙げている。このう

                                                        
1 出所：MOAF 
2 出所：Gross National Happiness Commission, ELEVENTH FIVE YEAR PLAN Volume II Programme Profile 2013-2018 
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ち、（a）食料・栄養安全保障の強化では農業機械化による農産物生産性の向上等が謳われている。 

この中で農業林業省は GNHC との協議を経て、第 11 次 FYP 期間中に約 2,500km の農村道路建

設を目標とした。農村道路は、農家が数戸～30 戸程度集まった集落（コミュニティー）からの要

請に基づき地方行政の 小単位である全国 1,044 の村〔チュオ（Chiwogs）〕単位に計画がまとめ

られる。村が農村道路開発を上位の行政単位である 205 の郡〔ゲオグ（Gewog）〕の開発委員会

へ要請し、委員会では協議・調整を行い、ある程度の優先順位を付けて計画を県〔ゾンカク

（Dzongkhag）、全国 20 県〕に提出する。県では、計画内容を確認・承認する形で GNHC へ計画

を送り、それを GNHC が受理した時点で農村道路の開発計画となる。各行政単位の概要を表 1-1

に示す。 

 

表 1-1 県、郡、村、集落の概要 

県名 
面積 
(㎢) 

人口 
(人) 

人口密
度 

(人/㎢)

Gew
-og
郡 

Chiwo
-gs 
村 

Comm 
-unity 
集落 

世帯
数 

集落
平均
人口

集落
平均
戸数

Bumthang/ﾌﾞﾑﾀﾝ 2,708 18,126 7 4 20 89 1,851 204 21

Chukha/ﾁｭｶ 1,882 84,203 45 11 58 122 2,870 690 24

Dagana/ﾀﾞｶﾞﾅ 1,724 26,060 15 14 70 111 4,350 235 39

Gasa/ｶﾞｻ 3,118 3,522 1 4 20 68 218 52 3

Haa/ﾊ 1,897 12,962 7 6 30 91 1,577 142 17

Lhuentse/ﾙﾝﾂｪ 2,847 16,980 6 8 40 296 2,818 57 10

Mongar/ﾓﾝｶﾞﾙ 1,947 41,386 21 17 88 703 7,348 59 10

Paro/ﾊﾟﾛ 1,293 41,174 32 10 50 325 7,118 127 22

Pemagatshel/ﾍﾟﾏｶﾞﾂｪﾙ 1,030 24,362 24 11 56 157 5,258 155 33

Punakha/ﾌﾟﾅｶ 1,108 26,541 24 11 55 293 1,891 91 6

Sandrupjongkhar/ｻﾝﾄﾞｩﾌﾟｼﾞｮﾝｶ 1,879 38,708 21 11 58 194 4,271 200 22

Samtse/ｻﾑﾁ 1,304 67,525 52 15 77 319 6,789 212 21

Sarpang/ｻﾙﾊﾟﾝ 1,660 43,042 26 12 61 189 7,346 228 39

Trashigang/ﾀｼｶﾞﾝ 2,185 54,036 25 15 78 281 11,231 192 40

Thimphu/ﾃｨﾝﾌﾟｰ 1,786 108,933 61 8 40 105 3,490 1037 33

Trongsa/ﾄﾝｻ 1,807 15,250 8 5 25 85 2,739 179 32

Trashiyangtse/ﾀｼﾔﾝﾂｪ 1,428 19,951 14 8 41 131 3,645 152 28

Tsirang/ﾁﾗﾝ 639 20,894 33 12 60 82 3,651 255 45

Wangduephodrang/ｳォﾝﾃﾞｨﾎﾟﾀﾞﾝ 4,029 35,628 9 15 77 290 1,462 123 5

Zhemgang/ｼｪﾑｶﾞﾝ 2,422 20,672 9 8 40 64 3,397 323 53

合 計 38,693 719,955 - 205 1044 3,995 83,320 - - 

出所：ブータン政府資料から調査団作成 

 

1-1-3 社会経済状況 

ブータンでは、1960 年代以降の近代化政策の推進により、自給自足経済から市場経済への堅実

な移行が進められている。GDP 成長率3は、2012 年 5.1％、2013 年 2.0％、2014 年 6.3％であった。

2014 年の GDP は 18.2 億ドル、一人あたり GDP は 2,379 ドルを記録した 3。産業別の GDP 構成

比（2013 年）4は、建設 16.86％、農林業 16.18％、電力セクター14.18％、福祉・教育サービス業

                                                        
3 出所：世界銀行 
4 出所：Stastical Year Book 2014 



- 3 - 

11.05％、運輸・通信 9.33％、製造業 8.51％、等となっている。なお 2014 年の一人当たり GNI は

2,390 ドルである 3。 

2013 年の貿易額5は、輸出額約 5.79 億 USD、輸入額約 9.69 億 USD であり、貿易収支は 3.90 億

USD の赤字であった。主要輸出相手国（2013 年）は、第 1 位から順に、インド、バングラデシュ、

ドイツ、香港。主要輸入相手国（2013 年）は、インド、中国、タイ、シンガポール、スウェーデ

ンとなっている。主要輸出品目（2013 年）は、珪素鉄、炭化カルシウム、炭化ケイ素、鉄または

非合金鋼、セメント等であり、全輸出品目の 85％以上を占めている。主要輸入製品（2013 年）

は、軽油、ガソリン、金属製品、自動車、石炭、米等であり、全輸入品目の 80％以上を占める 4。 

ブータンは現在、ほとんど全ての消費財や資本財をインド及び他国からの輸入に依存している

ため、貿易収支は恒常的に赤字で推移し、1990 年代後半以降、大規模な水力発電プロジェクトの

推進によりこの傾向に拍車がかかった。インドからの大型水力発電プロジェクトが一段落した

2007 年は、経常収支が黒字に転じたが、2008 年以降は再び赤字となっている。2012 年 1 月の国

会では、外貨準備高のインド・ルピー不足問題が取り上げられ、財務大臣の下に対策を検討する

ためのタスクフォースが設置された。インドとの輸出入が圧倒的なシェアを占める中で、イン

ド・ルピー以外の外貨収入を得る手段として豊かな観光資源の開発も重要な課題となっている。 

ブータンでは依然として人口の約 7 割が農村地域に居住し、小規模な地域自給自足型の労働集

約的農業を中心とした農業に従事している。経済活動を行う労働力は全人口の 65.34％（約 34 万

5 千人（2013 年）である6。業種別・形態別では、農業が依然として労働力の約 6 割を占める主要

セクターとなっているほか、急速に拡大する労働市場において民間セクターが雇用機会を創出す

る重要なセクターとして現出してきている 6。失業率は 2.9％（2013 年）であり，都市部において

は，雇用機会を求める若者の増加を背景として，失業率は比較的高くなっている（6.3％，農村部

は 1.5%、2013 年）6。なお、15 歳～24 歳の年齢層の失業率は、6.7%（2013 年）6と特に高い水準

となっている。 

 

1-2 無償資金協力要請の背景・経緯及び概要 

農業林業省（Ministry of Agriculture and Forests：MOAF）は現行の第 11 次 FYP 策定に際して、

GNHC との協議を経て、約 2,500km の農村道路建設を目標とした。このうち約 1,300km は農業林

業省農業局中央機械化センター（Central Machinery Unit：CMU）が保有する機械により施工し、

残りの約 1,200km は民間企業に委託する計画である。しかしながら、現在 CMU が保有している

機械により第 11 次 FYP 期間中に建設できる延長は約 843km にとどまり、残る約 457km の目処が

立っていない。係る状況のもと、ブータン政府は国民の農村道路建設の要請に応えるべく、追加

機材を調達することで整備計画の達成に必要な体制強化を図るために「第三次農村道路建設機材

整備計画」を我が国へ要請した。 

本プロジェクトでは、ブータン国内において CMU が建設・維持管理を実施する農村道路建設

に必要な機材を整備することにより、CMU の農村道路の建設・維持管理の能力向上を図り、もっ

て農家の農作業や農産物の出荷の効率及び公共サービスへのアクセスが改善することを目的と

している。 

本調査は、要請の必要性及び妥当性を確認するとともに、無償資金協力案件として適切な概略

                                                        
5 出所：Stastical Year Book 2014 
6 出所：外務省 HP「ブータン基礎データ」 
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設計を行い、事業計画（調達機材の数量、仕様等）や機材の維持管理計画を策定し、概略事業費

を積算することを目的として実施した。本調査により協議・確認を行った、 終要請機材を表 1-2

に示す。 

 

表 1-2 要請機材内容 

番号 機　　種 仕　　　様
当初要請

台数
要請
台数

優先度 使　用　目　的

1 エクスカベーター 20ton (0.8m3) 40 30 A 掘削、盛土、積込、岩破砕

2 油圧ブレーカー 1,600kg 40 30 A 岩破砕（エクスカベータアタッチメント）

3 エアーコンプレッサー 7-8m3/min 40 30 A ジャックハンマーへの空圧供給

4 ジャックハンマー 21-22kg 40 60 A 硬岩破砕のための削孔用

5 バックホーローダー 7-10ton (0.6m3) 20 20 A 掘削、積込（農道維持管理）

6 燃料タンク車 3,000L 2 1 B 燃料運搬

7 セルフローダー 積載20ｔon 2 2 A 重機運搬

8 フォークリフト 荷重3ton、バッテリー駆動 2 2 B 修理工場での部品運搬

9 ｽﾊﾟｲﾀﾞｰｴｸｽｶﾍﾞｰﾀｰ － 0 6 C 斜面での農地開墾

10 小型トラック
定員5名、4WD
積載800-1000kg

0 3 B
現場へのオペレータ、メカニック派遣
修理部品の運搬

11 半自動溶接機 350A 0 3 B 肉盛り溶接、補強溶接用

12 燃料ポンプ試験機 8シリンダー用 0 1 B エンジン燃料ポンプの噴射量調整

13 スペアパーツ
2年間の標準的な稼働に必要な
定期交換部品等

1 1 A 定期交換・消耗部品及び修理部品
 

出所：調査団作成 

 

機材数量算定の参考として、各要請機材に優先度（優先度高：A > B > C：優先度低）を付けた。

優先度付けは基本的に、農村道路建設に直接必要な機材を A とし、それを支援するために必要と

なる人員・資機材・燃料運搬及びメンテナンス用機材を B とした。優先度 C は、農村道路建設に

関係しない機材で基本的に本プロジェクトには含めない方針でブータン側と合意した。 
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1-3 我が国の援助動向 

我が国の主な援助概要（農業分野）は表 1-3 の通りである。 

 

表 1-3 我が国の援助概要 

協力内容 実施年度 案件名／その他 概要 

開発調査 
1986-1988 

ルンチ・モンガル農業総合開発

計画 

開発計画の策定及び計画の技術的

及び財務・経済的妥当性の検証 

1993-1995 
ウォンディフォドラン県地下水

開発計画 

ウォンディフォドラン県の県都を

中心とする地域の地下水を中心と

した水資源開発の基本計画の策定

2001-2002 地域農業・農道開発計画調査 

ルンツェ、モンガル両県の農業開

発並びに農産物市場へのアクセス

改善と農業生産性の向上を目的と

して農村道路開発マスタープラン

及びアクションプランの策定 

技術協力 

プロジェクト 
2004-2009 

東部 2 県農業生産技術開発・普

及支援計画 

東部 2 県の農業生産性向上のため

の技術研究・普及 

2008-2011 
農業機械強化プロジェクト 

フェーズ１ 

農業機械の性能試験や適切かつ安

全な利用・維持管理体制の強化 

2010-2015 
園芸作物研究開発・普及支援プ

ロジェクト 

東部 6 県を対象とした園芸作物の

振興 

2011-2014 
農道架橋設計・実施監理能力 

向上プロジェクト 

農林省農業局および県の農道架橋

にかかる調査設計、実施監理、お

よび維持管理能力向上 

2014-2017 
農業機械強化プロジェクト 

フェーズ 2 

農業機械の評価基準策定や農業機

械作業受託サービス体制の強化等

無償資金協力 
1989, 1990, 

1993-1995 
パロ谷農業総合開発計画 

全国5地区の重点開発計画のなか

で 重要地区と位置づけられたパ

ロ谷地区の農業基盤整備 

1984-2004 

 

食料増産援助（KR2） 農業生産性を向上させるための農

業機械購入に必要な資金援助 

2006-2008 

2010 

貧困農民支援（KR2） 農業生産性を向上させるための農

業機械購入に必要な資金援助 

2004 農村道路建設機材整備計画 東部 6 県を対象とした農村道路建

設機材の整備 

2009 第二次農村道路建設機材整備計

画 

全国 20県を対象とした農村道路建

設機材の整備 

2011 ノン・プロジェクト無償 
国外からの資機材等の購入のため

に必要な資金援助 

2013 タクライ灌漑システム改善計画

洪水被害の軽減に配慮した灌漑設

備の新設・復旧と，灌漑施設全体

の効率的な運用・維持管理 

出所：調査団作成 
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1-4 他ドナーの援助動向 

農村道路建設予算のうち他ドナーの援助額を表 1-4 に示す。2013 年以降の第 11 次 FYP に入っ

ても安定した支援を受けていることが分かる。ドナーファンドとしては、インド政府援助が突出

している他、国際農業開発基金（IFAD）、国際開発協会（IDA）などである。その他援助国は、

EU、スイス、ドイツ等となっている。 

 

表 1-4 ドナー別援助額 

（百万 Nu） 

年 
援助国・機関 

GOI IFAD IDA その他 合計 

2011-12 1,490 85 10 11 1,934 

2012-13 559 85 40 10 1,233 

2013-14 35 45 3 8 696 

2014-15 26 33 0 0 352 

2015-16 440 22 57 0 937 

GOI Government of India, IFAD International Fund for Agricultural Development,  

IDA International Development Association 

出所：ＭＯＡＦ 

 

CMU に対する他ドナーの機材調達としては、過去、韓国とスイスによる無償援助があるが、

いずれも極少数の機材が単発的に調達されたものである。また、今後予定されている支援はない。 

 

表 1-5 他ドナーによる機材調達 

機種・台数 調達年 ドナー国 形態（金額） 

エクスカベーター×1 台 

エアコンプレッサー×2 台 
2006 年 韓国 

無償 

（約 USD80,000）

スパイダーエクスカベーター×1 台 2006 年 スイス 無償 

（約 USD125,000）

出所：ＭＯＡＦ 
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第 2 章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

本プロジェクトの農村道路建設7の主管官庁は、農業林業省（Ministry of Agriculture and Forests：

MOAF）、実施機関は農業局（Department of Agriculture：DOA）である。DOA 配下の CMU が実際

の農村道路建設を行う。MOAF の組織図を図 2-1 に示す。太枠で囲った部署が農村道路建設の、

計画、施工、維持管理に関係する。 

 

 
出所：ＭＯＡＦ 

図 2-1 農業林業省組織図 

 

CMU は 2005 年にサルパン県ブールとタシガン県カンマに支所を設置し、機材の運営と維持管

理に関する業務の一部を担っている。ジャカールの CMU 本部が中西部 8 県を担当し、ブール支

所は南部地域の 6 県をカンマ支所は東部地域の 6 県をそれぞれ担当している。ブール支所は 2010

年に修理工場を完成させ、カンマ支所は 2011 年に修理工場が完成した。CMU の組織図を図 2-2

に示す。 

 

                                                        
7 農村道路以外の国道、県道、地方道は、公共事業・定住省の道路局が建設・維持管理を担当 
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出所：ＭＯＡＦ 

図 2-2 中央機械化センター組織図 

 

 
CMU 本部（ブムタン県） ブール支所（サルパン県） カンマ支所（タシガン県） 

 

図 2-3 CMU 本部、各支所のワークショップ建屋 

 

CMU 職員 100 名の内、建設機材の運営、維持管理、運転に携わる技術系職員は 94 名であり、

その職種別構成と経験年数を下記に示す。継続的に 20 代の職員を採用し、若手と熟練職員のバ

ランスがとれた構成となっている。 

 

表 2-1 CMU の人員体制 

出所：MOAF 資料から調査団作成 

CMU全職員

職　種 人　数

センター長 1

支所長 2

事務職 6

技師（土木・機械） 4

技能工（機械・電気・溶接） 16

建設機械オペレータ 36

車輌運転手 17

助手 18

合　計 100

技術系職員

9年以下 10～19年 20年以上 合計

センター・支所長、技師 7

　　土木技師 1 1

　　機械技師 3 3 6

技能工 16

　　機械工 7 2 1 10

　　電気工 3 3

　　溶接工 3 3

建設機械オペレータ 18 7 11 36

車輌運転手 3 7 7 17

助手 9 9 18

合　計 40 31 23 94

職　種
経験年数別人数
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2-1-2 財政・予算 

(1) 農村道路建設予算 

農村道路建設は、各県が実施主体となり工事費を負担する。CMU 機材は県からの要請を農業

林業省が受けて配置される。CMU 機材の配置に伴う各県の費用負担は、基本的に燃料費のみで

あり、その平均コストは 10 万 Nu／km（約 20 万円／km）である。 
 

表 2-2 CMU の施工による農村道路建設予算 

(百万 Nu) 

Year 建設 維持管理 合計 

2011-12 1,634 300 1,934

2012-13 853 380 1,233

2013-14 410 286 696

2014-15 111 241 352

2015-16 711 226 937

出所：ＭＯＡＦ 
 
建設費の資金源は、ブータン政府及び他ドナーからとなっている。前述したように他ドナーか

らの資金はインドが突出しており、インドからの支援額によって道路建設費の増減が大きくなる。 

また 2014 年より現政権は、郡開発資金（Gewog Development Grant）として毎年 200 万 Nu（約

400 万円）を各郡に助成している。この資金は、各郡が使途を決めることができ、一部が農村道

路建設（燃料費）にも用いられている。 

 

(2) CMU 予算 

表 2-3 に CMU の過去 5 年間の予算・支出実績を示す。予算・支出とも増加傾向であり、安定

した予算確保が行われていると言える。特に Phase2 機材が調達された 2010-11 年と翌年について

は、前年比約 20％増の予算が確保されており、機材の増数に伴う予算措置が実施されていること

が分かる。本プロジェクトが実施された場合に新たに必要となる予算についても、DOA が積算

を行い MOAF の承認を得ている。 
 

表 2-3 CMU の予算・支出実績 

(千Nu)  

2010
-11

2011
-12

2012
-13

2013
-14

2014
-15

2015
-16

60,555 71,067 69,389 72,815 73,815 77,077

119.6% 117.4% 97.6% 104.9% 101.4% 104.4%

人件費 16,694 17,278 18,721 15,077 18,151 －

管理費 7,199 8,467 9,747 5,619 14,337 －
機材維持管理費 32,228 39,876 37,579 41,975 40,100 －

燃料・油脂 4,553 5,366 5,868 6,667 6,223 －
保険 200 353 889 780 700 －
予備部品 27,415 34,091 30,693 34,231 31,177 －
外注修理 60 66 129 297 2,000 －

56,121 65,621 66,047 62,671 72,588 －
※各年度は、7月～6月

合　計

予　算

支　出

対前年度比（％）

費目＼年度

合　計

 
出所：ＭＯＡＦ 
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2-1-3 農村道路建設の実施体制 

(1) 実施体制 

農村道路開発は、「農村道路開発ガイドライン Guidelines for Farm Road Development Revision 

2013」により規定される。ガイドラインには表 2-4 のような農村道路建設に関連する各行政単位・

機関がある。 

 

表 2-4 農村道路建設と行政単位・機関 

国民総幸福委員会　GNHC　国家計画の策定機関。FYPの農村道路建設概略予算を提示する。

財務省　MOF　農村道路の建設予算を承認する。承認されて建設実施となる。

人口 719,955 **

20県　Dzongkhag（ゾンカク）　県知事は官僚を任命する。県議会は各ゲオグのゲオグ長と収入役で構成される。県の
技術委員会が建設計画の技術的妥当性を審査する。

205郡*　Gewog（ゲオグ）　ゲオグ長と収入役が各チュオ立候補者から選挙で選ばれる。１ゲオグは、５〜６チュ
オよりなる。農村道路の予算はゲオグ単位で示され、ゲオグが農村道路建設ガイドラインを参考に要請のある農
村道路を審査し、建設の優先順位を付ける。

1044村*　Chiwog（チュオ）　集落の集まり。チュオ長は選挙で選ばれる。

3,995集落*　（コミュニティー）　世帯の集合、山単位、谷単位、耕作地単位などで集まる。農村道路の
要請は、末端の道路受益者として集落レベルで最初に検討される。

世帯　83,320 **

 

出所：調査団作成、*The Local Government Act of Bhutan、**MOAF 2014 

 

表の 上段の GNHC が、FYP 策定の約 1 年前に概略の農村道路建設予算上限を各郡に提示す

る。具体的な農村道路建設の要請は集落で検討され、各集落の要請は、集落の集まりである郡へ

提出される。この時点で道路建設に係る環境社会配慮的問題については、集落内の協議で解決さ

れている（未解決では提出できない）。郡に組織された開発委員会では、農村道路開発ガイドラ

インにある選定基準に基づき、先に GNHC から提示された予算内に収まる範囲内で郡内の開発優

先順位を付加して計画を県へ提出する。 

ガイドラインには、以下に示すような路線選定の基準が述べられている。 

・対象農村道路は、耕作地・集落と既存道路を繋ぐ道路である。 

・道路延長は 1km 以上なければならない。 

・ 低 20 世帯の裨益者がいなければならない。 

・裨益者は道路から 30 分以内に居住する世帯である。 

 

上記手順をガイドラインと実務に沿ってまとめると図 2-4 のようになる。図では農村道路建設

の路線選定、路線決定・準備、建設、維持管理の各段階を縦軸に、各段階に関係する組織を横軸

に示したものである。 
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出所：MOAF 資料から調査団作成 

図 2-4 農村道路建設実施体制 
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農村道路建設は各ゲオグからゲオグ内の優先順位を付けて県の技術委員会へ提出される。技術

委員会は、環境社会配慮を含めた計画の技術的妥当性を審査し、計画をほぼ承認する形で、

MOAF/DOA へ提出する。MOAF/DOA の承認を経て計画は財務省へ提出される。財務省が予算を

確認した上で、建設の実施が 終的に承認される。この時点で予算と建設計画を整合させるため、

MOAF/DOA/CMU が機材配置計画を検討し、これが CMU 機材の配置計画の基となる。この後、

実施が承認された建設計画をGNHCが受領し、約 2,500kmが11次FYPの農村道路計画となった。

この時点で先の配置計画から、同時に、約 2,500km のうち約 1,300km が CMU 機材による建設、

残り約 1,200km が民間による建設となることが表 2-5 のように確定した。 

 

表 2-5 第 11 次 5 ヵ年（2013 年 7 月‐2018 年 6 月）中の農村道路建設計画 

県名 
CMU 機材 

(km) 
民間 
(km) 

合計 
(km) 

Bumthang 15.50 9.15 24.65 

Chukha 104.10 95.90 200.00 

Dagana 92.80 201.00 293.80 

Gasa 16.70 18.00 34.70 

Haa 25.10 5.90 31.00 

Lhuentse 70.20 23.80 94.00 

Mongar 137.20 182.80 320.00 

Paro 19.60 29.10 48.70 

Pemagatshel 74.80 84.00 158.80 

Punakha 26.70 5.90 32.60 

S/jongkhar 79.70 77.30 157.00 

Samtse 188.50 63.50 252.00 

Sarpang 19.00 3.70 22.70 

Trashigang 71.80 0.70 72.50 

Thimphu 7.50 21.02 28.52 

Trongsa 67.20 84.30 151.50 

Trashiyangtse 79.80 78.60 158.40 

Tsirang 58.60 118.90 177.50 

W/phodrang 34.60 13.20 47.80 

Zhemgang 110.70 114.20 224.90 

合計 1,300.10 1,230.97 2,531.07 

出所：ＭＯＡＦ 

 

 

(2) 農村開発ガイドラインの妥当性 

先の述べたように農村道路開発は、「農村道路開発ガイドライン」により規定される。ガイド

ラインの初版は 2009 年に刊行され（以降 2009 ガイドライン）、2013 年の改訂版が現行のガイド

ライン（以降 2013 ガイドライン）である。 

現行 2013 ガイドラインは第 10 次 FYP での経験を元に 2009 ガイドラインを見直したものであ

る。改訂に際しては次のような点が指摘されている。 
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図 2-5 改訂ガイドライン 2013 の考慮事項 

 

2009 年版と 2013 年版の目次を比較すると次のようになる。 

 

図 2-6 ガイドライン 2009 と 2013 の目次の違い 
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2009 ガイドラインは経験不足から概念的な内容が多かったが、2013 ガイドラインは、内容が

定量的となり、実務的な責任分担、手続きが示されている（目次の 3 から 7 など）。 

改訂の考慮点となった用地については目次「7.Pre-investment Feasibility Studies」に「7.2 Social 

Study」が記述された。 

 

●用地補償について 

 

 

農村道路は受益者である集落の要請・責任において建設されるものであるから、原則的に用地

は補償されない。要請を慎重に審査し、影響を 小限とする農村道路を建設することで対応する

としている。 
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2013 ガイドラインには、2009 ガイドラインにはなかった次の資料が添付されている。 

 

 
Annexure D、E、F は実務での使用に即した書類様式となっている。 

 

●環境調査について 

 
 

このように環境調査は複数の基準でクロスチェックされ綿密に行われている。文中の

Regulation for Environmental Clearance of Projects 2002.によれば、5km 以下の農村道路は県の環境委

員会の審査を受ければ承認されるので、多くの農村道路は 5km 以下で要請されている。 
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●建設と施工監理について 

 

 

農村道路建設は県と郡に任されていること、また施工監理に受益者となる集落関係者の参加が

規定されている。 
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●維持管理について 

 
 

日常維持管理（Routine Maintenance）は道路使用者である集落の住民により人力で行われるが、

中規模以上の維持管理（Major Maintenance）は県から配賦される郡の予算で CMU あるいは民間

の建設会社で行われている。 

 

2013 ガイドラインは、第 10 次 FYP 期間中の農村道路建設経験を踏まえ、各関係者の責任範囲

を明確にし、環境社会配慮事項（Annexure D・E）を含む建設要請時に必要な集落内で取得する

合意、建設実施時の施工監理と実施に際して生ずる影響とそれを緩和する手段、建設後の維持管

理の責任（Annexure F Part2）など多面的な実務を重視した内容となっており、ガイドラインとし

て妥当な内容を備えたものとなっている。 
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2-1-4 機材維持管理の技術水準 

日常的なメンテナンスは、現場にてオペレーターが給脂等を実施している。定期的に交換が必

要な部品についても、CMU 本部・支所から小型トラックで運ばれてきたものを現場で交換して

いる。建設機械の故障は通常現場で作業中に発生するが、CMU 本部・支所から遠隔地にある機

材を CMU 本部・支所に搬送することは現実的でないため、機材の修理は可能な限り現場で行わ

れている。現場で発生した故障で、オペレーターだけでは修理困難なものについては、CMU 本

部・支所から派遣されるメカニックが小型トラックで急行して修理を行う。また、溶接機等の工

具が必要な修理については移動修理車が派遣され、メカニックにより修理が行われる。それ以外

に現場で対応できない修理についてのみ機材を CMU 本部・支所に搬送し修理を行う体制をとっ

ている。以上 CMU では我が国の支援により調達された機材を含め、保有機材全般について適切

な整備体制が確保されている。 

今後は機械の老朽化に伴い、故障を未然に防ぐ目的で各部の計測診断やオーバーホールが必要

となるが、これらについては CMU での実績が乏しいため、日本側技術者による技術指導の必要

性が高い。 

スペアパーツの在庫については Phase2 調達時の消耗部品や予備部品の在庫や新規発注により、

必要に応じて交換を実施している。また Phase1 で調達された修理施設・工作機械を活用して部品

の製作も行っている。また、コンピュータ入力による部品台帳によって予備部品等の在庫を記録

しており、定期交換部品・消耗部品については、在庫が無くなる前に発注している。 

 

CMU 本部 部品倉庫 部品在庫管理用 PC 

 

工事進捗及び機材管理として毎日の作業記録と定期整備や部品交換の記録を機材毎の台帳で

管理している。作業記録については、農村道路が接続する集落の代表者が毎日の進捗距離・作業

時間を確認する。さらに県農業部から各郡に派遣されている技術職員が 1～2 週間毎に台帳を確

認することで二重チェック体制を取っている。 

また、オペレーターは月 1 回程度、各所属 CMU 本部・支所に、工事進捗と機材状況を連絡す

るとともに、CMU 本部で年 1 回行われるオペレーター会合に出席し、機材台帳の記録を提出し、

CMU 本部による工事進捗及び機材状況の管理を行っている。 
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2-1-5 既存施設・機材 

(1) 既存施設の状況 

ブムタン県ジャカールの CMU 本部は約 50,000m2（250×200m）の敷地に事務所、宿舎、修理

工場、駐機場、洗車場を備えている。建物は 2008 年に新築され、修理棟には修理ヤード、機械

工作室、バッテリー室、部品倉庫、研修・会議場、事務室等が整備されている。修理施設として

は Phase1 で調達された、手工具セット、電動工具、工作機械、溶接機等、機材のメンテナンスに

必要な一通りの機材を備えている。駐機場についても 5,000m2（100×50m）と十分なスペースが

確保されている。部品倉庫に保管されている部品は各機種、部品毎に棚に整理され、目視による

在庫状況の確認も容易な状況となっている。 

CMU は本部の他にサルパン県ブールとタシガン県カンマの支所においても定期整備や修理を

実施している。ブール支所は 2010 年に修理工場が完成し、カンマ支所は 2011 年に修理工場が完

成した。これらの支所では Phase2 で整備された手工具セット、電動工具を活用し、機材整備を行っ

ている。また、部品倉庫に予備部品を保管し CMU 本部と同様の在庫管理を行っている。 

 

CMU 本部・支所では、主にエクスカベー

ターバケット等の補強溶接を実施している。

補強溶接は大量の肉盛り溶接を行うため、現

在保有している通常の溶接棒で行う溶接では

作業効率が悪いことと、溶接継ぎ目ができて、

品質が安定しないなどの問題がある。効率的

かつ適切な補強溶接を実施するためには、溶

接棒ではなくリールに巻かれた溶接ワイヤを

用いて連続的な溶接が可能な半自動溶接機の

導入が有効である。 

 

 

また、エクスカベーターの燃料ポンプの整備については、試験機を保有していないためウォン

ディポダン県 ヘソタンカにある建設機械公社（Construction Develop Cooperation Ltd.：CDCL）に

依頼している。しかし CMU 本部・支所からは遠隔地であり、また CDCL 機材の整備が優先され

るため、修理期間に 1～2 週間以上を要している。今後 CMU のエクスカベーター保有台数が増加

した場合は、必要となる燃料ポンプの整備回数も増加することが想定される。よって迅速な整備

を実施するために、CMU 本部に燃料ポンプ試験機を導入する必要性が高い。 

 

(2) 既存機材の状況 

CMU が保有している主要機材は全体で 118 台となっている。そのうち 2006 年の Phase1 と 2011

年の Phase2 で調達された機材が 89 台と全体の約 75％を占め、良好に稼働している。それ以前に

我が国の支援により調達された機材のうち、1993 年に「パロ谷農業総合開発計画」で調達された

機材と 2004 に「食料増産援助」（KR2）で調達された機材は、合計 8 台の稼働となっている。こ

れらは、Phase2 調査時（2009 年）に 17 台が稼働していたが、老朽化により稼働不能となってき

たためである。表 2-6、2-7 に既存機材状況を示す。 

エクスカベーター バケットの補強溶接 
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表 2-6 CMU 既存機材状況（1/2） 

1 Excavator LC200 Hitach 2004 9676h Running KR2 Grant Lhuntse

2 Excavator LC200 Hitach 2004 NA Running KR2 Grant Pemagatshel
3 Excavator LC200 Hitach 2004 13050h Running KR2 Grant Sarbang
4 Excavator CAT320C Caterpillar 2006 NA Running Phase1 Mongar
5 Excavator CAT320C Caterpillar 2006 12825h Running Phase1 Trashigang
6 Excavator CAT320C Caterpillar 2006 NA Running Phase1 Samtse
7 Excavator CAT320C Caterpillar 2006 11580h Running Phase1 Punakha
8 Excavator CAT320C Caterpillar 2006 11538h Running Phase1 Samtse
9 Excavator CAT311C Caterpillar 2006 11636h Running Phase1 S/Jongkhar

10 Excavator CAT311C Caterpillar 2006 NA Running Phase1 S/Jongkhar
11 Excavator CAT311C Caterpillar 2006 NA Running Phase1 Lhuntse
12 Excavator CAT311C Caterpillar 2006 4499h Running Phase1 Trashigang
13 Excavator CAT304CR Caterpillar 2006 NA Under repair Phase1 Trashigang
14 Excavator CAT304CR Caterpillar 2006 9954h Running Phase1 Thimphu
15 Excavator CAT304CR Caterpillar 2006 9875h Running Phase1 Bumthang
16 Excavator CAT304CR Caterpillar 2006 NA Running Phase1 Bumthang
17 Excavator CAT304CR Caterpillar 2006 NA Running Phase1 S/Jongkhar
18 Excavator ZAXIS210HG Hitach 2011 4260h Running Phase2 W/Phodrang
19 Excavator ZAXIS210HG Hitach 2011 3396h Running Phase2 S/Jongkhar
20 Excavator ZAXIS210HG Hitach 2011 8154h Running Phase2 Zhemgang
21 Excavator ZAXIS210HG Hitach 2011 4660h Running Phase2 Samtse
22 Excavator ZAXIS210HG Hitach 2011 4935h Running Phase2 Samtse
23 Excavator ZAXIS210HG Hitach 2011 4714h Running Phase2 Trashiyangtse
24 Excavator ZAXIS210HG Hitach 2011 4975h Running Phase2 W/Phodrang
25 Excavator ZAXIS210HG Hitach 2011 4260h Running Phase2 Gasa
26 Excavator ZAXIS210HG Hitach 2011 4720h Running Phase2 Trashigang
27 Excavator ZAXIS210HG Hitach 2011 4750h Running Phase2 Trashigang
28 Excavator ZAXIS210HG Hitach 2011 7300h Running Phase2 Punakha
29 Excavator ZAXIS210HG Hitach 2011 4960h Running Phase2 Paro
30 Excavator ZAXIS210HG Hitach 2011 4075h Running Phase2 Gasa
31 Excavator ZAXIS210HG Hitach 2011 4965h Running Phase2 Trashigang
32 Excavator ZAXIS210HG Hitach 2011 7300h Running Phase2 W/Phodrang
33 Excavator ZAXIS130 Hitach 2011 6084h Running Phase2 Lhuntse
34 Excavator ZAXIS130 Hitach 2011 4412h Running Phase2 Trongsa
35 Excavator ZAXIS130 Hitach 2011 5086h Running Phase2 Tsirang
36 Excavator ZAXIS130 Hitach 2011 5312h Running Phase2 Paro
37 Excavator ZAXIS130 Hitach 2011 4817h Running Phase2 Lhuntse
38 Excavator LC320 Hyundai 2006 NA Under repair Korean Grant Lhuntse
39 Spider Excavator A61 Menzi muck 2006 NA Running Swiss Grant Samtse
40 Bull Dozer CAT-D6R Caterpillar 2006 3972h Running Phase1 Bumthang
41 Bull Dozer CAT-D6R Caterpillar 2006 4802h Running Phase1 Punakha
42 Bull Dozer CAT-D6R Caterpillar 2006 3547h Running Phase1 S/Jongkhar
43 Bull Dozer CAT-D6R Caterpillar 2006 NA Under repair Phase1 Bumthang
44 Bull Dozer CAT-D6R Caterpillar 2006 3618h Running Phase1 Trashigang
45 Wheel Loader 50ZIV-2 Kawasaki 2006 NA Running Phase1 Trashigang
46 Wheel Loader 50ZIV-2 Kawasaki 2006 NA Running Phase1 Paro
47 Wheel Loader 50ZIV-2 Kawasaki 2006 NA Running Phase1 S/Jongkhar
48 Wheel Loader 50ZIV-2 Kawasaki 2006 NA Running Phase1 S/Jongkhar
49 Wheel Loader 50ZIV-2 Kawasaki 2006 NA Running Phase1 Sarbang
50 Wheel Tractor L3000DT Kubota 2006 NA Running Phase1 Bumthang
51 Wheel Tractor L3000DT Kubota 2006 NA Running Phase1 Bumthang
52 Wheel Tractor L3000DT Kubota 2006 NA Running Phase1 Trashigang
53 Wheel Tractor L3000DT Kubota 2006 NA Running Phase1 Bumthang
54 Wheel Tractor L3000DT Kubota 2006 NA Running Phase1 Bumthang
55 Vibration Roller SV400D Sakai 2006 865h Running Phase1 Trashigang
56 Vibration Roller SV400D Sakai 2006 1040h Running Phase1 Trashigang
57 Vibration Roller SV400D Sakai 2006 565h Running Phase1 Trashigang
58 Vibration Roller SV400D Sakai 2006 1580h Running Phase1 Trashigang
59 Vibration Roller SV400D Sakai 2006 720h Running Phase1 Bumthang

RGoB: ブータン政府

PVP: パロ谷農業総合開発計画

Phase1: 農村道路建設機材整備計画

Phase2: 第二次農村道路建設機材整備計画

Delivery
Year

Location/
Dzongkhag

Condition
Type of
Machine

Model Maker Procured by
Running

Hour or km

 
出所：ＭＯＡＦ 
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表 2-7 CMU 既存機材状況（2/2） 

60 Vibration Roller SV512D-E Sakai 2011 5210h Running Phase2 Haa

61 Vibration Roller SV512D-E Sakai 2011 450h Running Phase2 Trashigang
62 Vibration Roller SV512D-E Sakai 2011 690h Running Phase2 Thimphu
63 Vibration Roller SV512D-E Sakai 2011 449h Running Phase2 Samtse
64 Vibration Roller SV512D-E Sakai 2011 385h Running Phase2 Thimphu
65 Vibration Roller SV512D-E Sakai 2011 500h Running Phase2 Bumthang
66 Self Loading Truck CMF-45 Nissan 1993 NA Running PVP Grant Bumthang
67 Crane TR250E Tadano 1993 NA Running PVP Grant Trashigang
68 Workshop Van CMF-87 Nissan 1993 NA Running PVP Grant Sarpang
69 Dump Truck(12ton) CWB-45 Nissan 1993 NA Running PVP Grant Bumthang
70 Dump Truck(12ton) CWB-45 Nissan 1993 NA Running PVP Grant Punakha
71 Dump Truck(8ton) FVR33G Isuzu 2006 NA Running Phase1 S/Jongkhar
72 Dump Truck(8ton) FVR33G Isuzu 2006 NA Running Phase1 Bumthang
73 Dump Truck(8ton) FVR33G Isuzu 2006 NA Running Phase1 Samtse
74 Dump Truck(8ton) FVR33G Isuzu 2006 NA Running Phase1 Bumthang
75 Dump Truck(8ton) FVR33G Isuzu 2006 NA Running Phase1 Samtse

76
Cargo Truck(8ton)

with crane
FVR23P Isuzu 2006 79672km Running Phase1 Bumthang

77
Cargo Truck(4ton)

with crane
FSR33L Isuzu 2006 69754km Running Phase1 Trashigang

78 Fuel Tanker NPR66Q Isuzu 2006 45780km Running Phase1 Trashigang
79 Self Loading Truck CXZ51Q Isuzu 2006 72578km Running Phase1 Bumthang
80 Service Truck FD22NWN Nissan 2006 275534km Running Phase1 Bumthang
81 Service Truck - Ford 2007 NA Running RGoB Trashigang
82 Workshop Van GTIJHP Hino 2011 24175km Running Phase2 Sarpang
83 Workshop Van GTIJHP Hino 2011 35725km Running Phase2 Bumthang
84 Workshop Van GTIJHP Hino 2011 19780km Running Phase2 Trashigang
85 Fuel Tanker SSIELR-5 Hino 2011 30799km Running Phase2 Bumthang
86 Trailer Truck WU422RHK Hino 2011 5890km Running Phase2 Bumthang
87 Service Truck PRMDHE Toyota 2011 133852km Running Phase2 Bumthang
88 Service Truck PRMDHE Toyota 2011 106702km Running Phase2 Trashigang
89 Service Truck PRMDHE Toyota 2011 118178km Running Phase2 Sarpang
90 Air Compressor PDS130 Denyo 2006 NA Running Phase1 Lhuntse
91 Air Compressor PDS120 Denyo 2006 NA Running Phase1 Mongar
92 Air Compressor PDS120 Denyo 2006 NA Running Phase1 Trashigang
93 Air Compressor PDS120 Denyo 2006 NA Running Phase1 Trashiyangtse
94 Air Compressor PDS120 Denyo 2006 NA Running Phase1 Bumthang
95 Air Compressor PDS120 Denyo 2006 NA Running Phase1 Zhemgang
96 Air Compressor PDS175S Airman 2006 NA Running Korean Grant Lhuntse
97 Air Compressor PDS175S Airman 2006 NA Running Korean Grant Bumthang
98 Air Compressor PDS265S Airman 2011 NA Running Phase2 Samtse
99 Air Compressor PDS265S Airman 2011 NA Running Phase2 Paro

100 Air Compressor PDS265S Airman 2011 NA Running Phase2 Punakha
101 Air Compressor PDS265S Airman 2011 NA Running Phase2 Trashigang
102 Air Compressor PDS265S Airman 2011 NA Running Phase2 W/Phodrang
103 Air Compressor 300-100 ELGI 2011 NA Running RGoB Lhuntse
104 Air Compressor 300-100 ELGI 2011 NA Running RGoB Lhuntse
105 Air Compressor 300-100 ELGI 2011 NA Running RGoB S/Jongkhar
106 Air Compressor 300-100 ELGI 2011 NA Running RGoB Trashigang
107 Air Compressor 300-100 ELGI 2011 NA Running RGoB Trashigang
108 Air Compressor 300-100 ELGI 2011 NA Running RGoB Bumthang
109 Air Compressor 300-100 ELGI 2011 NA Running RGoB Bumthang
110 Air Compressor 300-100 ELGI 2011 NA Running RGoB Bumthang
111 Air Compressor 300-100 ELGI 2011 NA Running RGoB Bumthang
112 Air Compressor 300-100 ELGI 2011 NA Running RGoB Bumthang
113 Air Compressor 300-100 ELGI 2011 NA Running RGoB Sarpang
114 Air Compressor 300-100 ELGI 2011 NA Running RGoB Samtse
115 Air Compressor 300-100 ELGI 2011 NA Running RGoB Samtse
116 Air Compressor 300-100 ELGI 2011 NA Running RGoB Samtse
117 Air Compressor 300-100 ELGI 2011 NA Running RGoB Trongsa
118 Air Compressor 300-100 ELGI 2011 NA Running RGoB Gasa

RGoB: ブータン政府

PVP: パロ谷農業総合開発計画

Phase1: 農村道路建設機材整備計画

Phase2: 第二次農村道路建設機材整備計画

Delivery
Year

Location/
Dzongkhag

Condition
Type of
Machine

Model Maker Procured by
Running

Hour or km

 
出所：ＭＯＡＦ 
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2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 農村道路整備状況 

表 2-8 に各県の 2015 年 6 月までの農村道路整備進捗状況と第 11 次 FYP 終了時点の計画延長を

示す。第 10 次 FYP 終了時で約 5,893km の農村道路が建設され、第 11 次 FYP 終了時には約 8,424km

が完成する予定となっている。 

 

表 2-8 県別農村道路整備状況 

県 名 

(a) 
2008 年 6 月 

9 次 FYP 終了時
(km) 

(b)
2013 年 6 月 

10次FYP終了時
(km)

(c)
2015 年 6 月 
調査時点 

(km)

(d) 
2018 年 6 月 

11次 FYP終了時
(km) 

Bumthang 84.58 153.30(+69) 175.85 177.95(+2.5) 

Chukha 41.31 321.31(+280) 328.51 521.31(+200) 

Dagana 77.65 323.18(+246) 353.98 616.98(+294) 

Gasa 29.09 38.59(+10) 54.49 73.29(+35) 

Haa 34.4 98.20(+64) 109.70 129.20(+31) 

Lhuentse 166.7 518.50(+352) 533.85 612.50(+94) 

Mongar 106.3 569.63(+463) 641.67 889.63(+320) 

Paro 104.17 305.29(+201) 307.29 353.99(+49) 

Pemagatshel 75.06 294.91(+220) 410.80 453.71(+159) 

Punakha 139.19 341.47(+202) 356.57 374.07(+33) 

S/jongkhar 199.27 392.97(+194) 441.76 549.97(+157) 

Samtse 42.99 239.62(+197) 359.92 491.62(+252) 

Sarpang 54.95 193.85(+139) 205.45 216.55(+23) 

Trashigang 190.29 837.53(+647) 908.53 910.03(+73) 

Thimphu 57.17 94.72(+38) 123.24 123.24(+29) 

Trongsa 69.04 193.72(+125) 201.72 345.22(+152) 

Trashiyangtse 88.24 259.10(+171) 275.80 417.50(+158) 

Tsirang 34.96 168.16(+133) 181.36 345.66(+178) 

W/phodrang 95.38 336.73(+241) 382.47 384.53(+48) 

Zhemgang 63.51 212.12(+149) 291.42 437.02(+225) 

合 計 1,754.25 5,892.90(+4,139) 6,644.38 8,423.97(+2,531) 

出所：ＭＯＡＦ 

 

表中列の b、d 列の( )内数字は、それぞれ a、c 列からの増加分を示し、建設の増加（要請距

離数）が減少傾向にあることが分かる。 

 

2-2-2 農村道路建設・維持管理の状況 

(1) 農村道路建設・維持管理の現場 

2009 年に改訂された Technical Sepecifications and Standard Drawings for the Construction of Farm 

Roads (May 2009)にある農村道路標準断面図を図 2-7 に示す。農村道路建設には測量結果に基づく

正確な設計図面がないため、実施では県の技術者、郡から派遣された現場監督、オペレーターの

判断により線形や幅員が適宜決められて道路建設が行われている。膨大な距離の農村道路を低コ

ストで建設しなければならないブータンでは全ての路線の詳細な設計図面を作成することは現

実的ではなく、現状の道路建設手法で農村道路建設を進めていくことが現実的である。 
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図 2-7 農村道路標準断面 

 

ブータンにおける農村道路建設では工事開始から完成までを連続して施工し完成形とするの

ではなく、ある程度の期間を置きながら段階的に施工し年月を経て（掘削工事後、 低一回の雨

季を経過させる）完成形とするものである。このことは雨季による影響を事前に予測して、防護

工などの工事量を増やすのではなく、自然の力に任せたブータン農村道路建設の実情に合ってい

る合理的な手法であると言える。数年を経た農村道路は安定しアップグレード（排水工、擁壁工、

舗装工の整備など）がなされ快適な道路となっている。 

 
図 2-8 建設直後の農村道路と数年を経た農村道路 

 

図 2-9 に新規に建設が要請された農村道路建設予定地を示す。既設農村道路に接続する人道を

約 3km の農村道路とする路線で、この先に 30 世帯が住む集落がある。 

 
図 2-9 計画農村道路の現場 
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維持管理については大規模な被災現場を確認した。土砂崩れにより遮断された道路の下に新線

形で道路を作り直し、これを維持管理（補修）としている。このような維持管理を行うためには、

建設機械が必要不可欠である。 

 

図 2-10 道路維持管理の現場 
 
このように大規模な被災では旧線形で復旧すると過大な防護工が想定されるので、新線形で作

り直しとするのが合理的である。再度の被災があればまた作り直すことになる。 

 

(2) 農村道路建設・維持管理の状況 

CMU 機材による農村道路の建設と維持管理の実績を表 2-9 に示す。 

 

表 2-9 CMU 機材による農村道路建設と維持管理の実績 

実施期間 
建 設 

(km) 
維持管理 

(km) 
合 計 

(km) 
第 10 次 FYP 

（2008 年 7 月－2013 年 6 月）

完了時点 

854.9 699.9 1,554.8 

第 11 次 FYP 

（2013 年 7 月－2018 年 6 月）

2015 年 6 月時点 

337.2 334.6 671.8 

出所：ＭＯＡＦ 

 

第 10 次 FYP の当初計画では CMU 機材の新規道路の建設延長は 1,500km であった。結果とし

て、新設道路の建設＋既設道路の維持管理の合計は 1,500km を超える延長が達成され、CMU 機

材は十分に活用され能力を発揮したものと考えられる。しかしながら、維持管理の距離が増加し

てきたことに伴って、新設道路の建設としては 854.9km となり、目標の 1,500km は達成されなかっ

た。CMU 機材の未達成分約 650km は民間機材により建設し、 終的には第 10 次 FYP 中の農村

道路建設は、当初計画の 3,264km を上回る 4,139km となった。 

第 11 次 FYP は開始以来 2 年を経過するが、CMU 機材による新規道路の建設は約 337km、同じ

く既設道路の維持管理は約 335km となっている。建設と維持管理の距離が同程度となっており第

10 次 FYP 時点よりさらに維持管理の必要性が高くなっていることが分かる。よって、これまで

重点を置いた新規建設だけではなく維持管理に配慮することが機材計画では必要となる。 
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2-2-3 自然条件 

(1) 気候・標高 

ブータンの気候は南部の標高 1,200m 未満の亜熱帯性気候、中央の標高 1,200～3,000m のモン

スーン気候、北部の標高 3,000m 以上、ヒマラヤ山脈の高山・ツンドラ気候に区分される。 

年間降雨量はほとんどが雨季（6 月～9 月）に集中している。年平均降雨量は南部国境地帯で

3,000～5,000mm、南部ヒマラヤ斜面地帯では 1,200～2,000mm、中部内陸峡谷地帯で 500～1,000mm、

4,000m 以上の高山地帯では 500mm 以下となっている。 

対象農村道路は全県にまたがるため、その自然条件もブータン全域の条件と同じであるが、標

高 3,000m 以上の高山地帯には対象となる農村道路路線はほとんどないため、この地帯の自然条

件を省く以下の条件とする。 

 標高：100～3,000m 

 気温：-5.0～35.0℃ 

 降雨：500～5,000mm／年 

 

(2) 地形・地質 

国土の大部分は急峻な山裾や隆起の激しい地形となっている。ペレ・ラ峠を境に東西で分ける

と、一般的に西部の山は切り立っていて、谷に平地が少し広がるような地形が多く、その集落は

山崩れ跡や旧道沿いに点在している。東部では山は比較的なだらかであるが谷には平地が少なく、

なだらかな山全体を棚田利用している。山崩れの跡は少なく、なだらかな斜面に比較的規模の大

きな集落を築いている。 

地質についてはヒマラヤ造山運動の隆起がヒマラヤ山脈の西側から始まり東部に至ったとさ

れる「緩やかな 近の隆起運動」のため、同じく山岳国であるネパールのような地表近くに堅硬

な基盤岩が露出する地質構造とは異なり、ブータンでは基盤が深く、地表には厚い風化帯が分布

する。しかし、その地盤構造は変化が大きく、地表近くに岩盤が隆起し、露頭している場所も多

くみられる。よって変化の激しい地形・地質に対応した機材選定が必要となる。 

 

2-2-4 環境社会配慮 

本プロジェクトは、農村道路を建設するための機材調達であり、環境社会配慮のカテゴリー分

類はＣである。本プロジェクト実施に伴い、過去の無償資金協力で調達された機材並び本協力にて

調達される機材が農道建設による環境社会影響を十分考慮して使用されていることを確認した。 
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第 3 章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

MOAF は現行の第 11 次 FYP 策定に際して、GNHC との協議を経て、約 2,500km の農村道路建

設を目標とした。このうち約 1,300km は CMU が保有する機械により施工し、残りの約 1,200km

は民間企業に委託する計画である。しかしながら、現在 CMU が保有している機械により第 11 次

FYP 期間中に建設できる延長は約 843km にとどまることから、残る約 457km の目処が立ってい

ない。 

こうした状況を受け、本プロジェクトはブータン国内において CMU が実施する農村道路建

設・維持管理に必要な機材を整備することにより、CMU の農村道路建設・維持管理の能力向上

を図り、農家の農作業の効率化や農産物の輸送・販売及び公共サービスへのアクセス改善をし、

もって持続的な経済成長に寄与することを目的とする。 

 

3-2 協力対象事業の基本設計 

3-2-1 設計方針 

(1) 基本方針 

第 11 次 FYP 期間の 5 年間で CMU が達成すべき農村道路建設距離 1,300km のうち、既存機

材で施工可能な距離から残る建設距離を機材調達の完了が想定される 2017 年 7 月から第 11 次

FYP の完了年月となる 2018 年 6 月の 12 ヶ月間で施工するために必要なエクスカベーター及び、

農村道路建設の掘削作業に必要な機材の台数を検討する。農村道路の維持管理作業について、

MOAFはバックホーローダーを各県へ 1台ずつ配置する計画を持っている。各県での迅速な対

応を行うためには 低限必要な配置と考えられるため、これに沿った検討を行う。 

また、支援作業を行う機材で要請機材（ 終）の優先度 A～B までは、本計画のエクスカベ

ーター数量増に伴い、農村道路建設に必要な編成機材及び円滑な運用に必要な機材であるた

め、基本的に本計画の調達機材として検討する。 

仕様については、Phase1、Phase2 で調達された機材が全国の農村道路建設で過不足なく作業

を実施した実績があり、本計画でも問題ないと考えられ、CMU も同意している。基本的には、

ブータン一般に共通する条件として、国道であっても幅員が狭く、急カーブが多い道路であ

り、地方道路、農村道路についてはさらに急峻で雨季には泥濘化するなどの条件が挙げられ

る。また掘削する地質が軟質土～硬岩と多岐にわたるため、それらに対応できる仕様が求め

られる。以上より基本的な仕様は Phase1、Phase2 で調達された機材と同等とする。 

 

(2) 自然環境条件に対する方針 

対象地域の自然条件のうち、機材計画に関連する条件は以下の通りである。 

 標高：100～3,000m 

 気温：-5.0～35.0℃ 

 降雨：500～5,000mm／年 

農村道路建設のうち、一部標高が 3,000m 付近の作業も含まれるが、主な建設サイトは 2,000m

以下であるため、特に高地に対応するエンジン仕様とはせず、標準仕様とする。気温について

も 低が-5.0℃程度であるため、冷却水も標準仕様とする。また、激しい降雨による作業現場

の泥濘化が発生するため、バックホーローダーについては作業性を考慮し、4 輪駆動とする。 
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機材選定における配慮として、ブータンには建設機材・車輌エンジンの排気ガスに関する

規制は特にないが、流通している燃料の一部に硫黄分を多く含むなど、品質面での安定性に

欠ける。よって、主要機材には燃料フィルターを二重に装着し、エンジン系統の故障発生を

防止するとともに排出ガスによる大気汚染を軽減する。 

また、山岳斜面地での作業安全性を考慮して、転倒保護装置（ROPS）が装備可能な機材に

ついては転倒保護装置を装備した機材とする。 

 

(3) 運営・維持管理管理に対する対応方針 

本プロジェクトで調達される機材は、DOAのもと、機材が配置されるCMUが運営維持管理

を行う。主な調達機材についての運転操作及び維持管理についての基本的な技術能力につい

ては、既存機材の運営・維持管理を実施できていることから特に問題はない。一方、今後機材の

老朽化に伴い必要となってくる機材の各部計測などの診断やオーバーホールの実施経験につ

いては乏しいため、機材引渡時に過去調達された機材を用いて、これら指導の実施を検討す

る。 

必要となる予算については、新規人員及び機材の運営・維持管理予算の概算金額を提示し、

MOAF が確保することを確認した8。 

CMU はソフトコンポーネントの対象となる農道建設や機材運営、部品管理の手法について、

十分な能力を有しているためソフトコンポーネントは実施しない。 

 

(4) 予備部品の調達に係る方針 

運転初期に必要となる定期交換部品、消耗部品等を中心に調達し、供与機材の稼働率向上

を図る。本計画では、約 2 年間分稼働（建機 3,000 時間、車両 30,000km）を対象とした予備部

品の調達を検討する。この 2年間で部品消費状況を確認し、それ以降はブータン側が各メーカ

ー代理店を経由して予備部品の調達が可能となるようにする。 

 

(5) 機材のグレードの設定に係る方針 

調達機材を用いて実施機関が行う作業は農村道路建設であり、使用する機材に特殊な機材は

含まれず、一般的な道路土工用の機材が主である。実施機関は Phase1 及び Phase2 で調達され

た日本製機材の品質及び操作性を高く評価している。よって、性能・品質面で優れている日本

メーカーと同等の性能・品質をグレードとして設定する。 

具体的なグレードの確保としては、製造会社が品質マネジメントシステムの国際規格である

ISO9001 を取得していることなどを考慮する。 

 

(6) 調達方法、工期にかかる方針 

本計画による調達予定機材の総額が、無償資金協力の機材案件としては比較的規模が大きい

ため、ロット分けについて検討を行う。ロット分けについては、応札業者の競争性及び応札意

欲を保つこと。また、ユーザーとなる CMU が受けるアフターサービスの利便性を考慮し、同

種の機材についてはメーカーや現地代理店が同一となるよう同ロットに含める方針とする。 

                                                        
8 参照：資料 4. 討議議事録（M/D）A4-49 
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基本的には主要機材となるエクスカベーター、油圧ブレーカーを 1 ロット、その他機材を 1

ロット。もしくはエクスカベーター、油圧ブレーカー、バックホーローダーを 1 ロット、その

他機材を 1 ロットとする 2 ロット分けで検討を行う。 

各機材の製造工程は 3～7 ヶ月程度と幅があり、それに合わせた運搬を行うと現地到着期間

に約 4ヶ月の幅が生じてしまう。よって、可能な限り機材の引き渡し時期が同時になるように

船積み時期の調整を図る。 

 

(7) 調達国に係る方針 

現在、CMU が使用している機材のほとんどが日本製である。そのためオペレーター、メカ

ニックも日本製機材の取り扱いは習熟している。また、CMU は本プロジェクトの機材につい

ても日本製品及び日本メーカーの機材を要望している。 

よって、本調達計画では日本製品を中心に、調達先を検討し、日本製品が存在しない若しく

は製作メーカー数が限られている場合は海外生産の日本メーカー製や日本製と同等の品質が

確保できる第三国での調達を検討することとする。第三国調達が想定される機材としては、日

本で製造を行っていないバックホーローダー、小型トラック、燃料ポンプ試験機が挙げられる。 
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3-2-2 基本計画（機材計画） 

(1) 全体計画 

本プロジェクトにより調達される機材はブータン全国に点在し、地形地質の変化に富んだ自

然環境を有する建設現場で、車道幅員 3.0m の農村道路建設の掘削作業と維持管理作業を実施

する。また、直接的な建設作業の他に、建設機材の稼働及び維持管理のために必要となる作業

を支援作業とする。以下に作業内容、機材編成と留意点を示す。 

 

表 3-1 作業別機材編成 

作業 作業内容 機材 留意点

地山の掘削

土砂の盛土

岩盤の掘削及び破砕 エクスカベーター＋油圧ブレーカー エクスカベーター車格に適した重量

岩盤の削孔 エアコンプレッサー、ジャックハンマー 削孔作業に必要なエアー量、圧力

崩壊土砂の撤去、積込み

崩落部の埋め戻し

のり面成型

側溝掘削

燃料の運搬 燃料タンク車 既存機材と同様のタンク容量

重機の運搬 セルフローダー エクスカベーターの運搬可能な積載重量

人員・部品の運搬 小型トラック 4WD、800-1000kg積載、定員5名

修理施設での部品運搬 フォークリフト 倉庫内での使用を考慮しバッテリー駆動

機材点検及び修理 半自動溶接機、燃料ポンプ試験機 本計画及び既存機材を点検、修理可能な仕様

掘
削

エクスカベーター

維

持

管

理

バックホーローダー

支
援

既存機材と同等の車格・仕様
農村道路建設に適した車体寸法・重量

農村道路の維持管理作業に適した車体寸法・重量
ブータンでの普及仕様
未舗装の農村道路での使用を考慮し四輪駆動

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エクスカベーター 油圧ブレーカー エアコンプレッサー ジャックハンマー 

バックホーローダー 燃料タンク車 セルフローダー 

小型トラック フォークリフト 
半自動溶接機 燃料ポンプ試験機 

図 3-1 調達機材参考図 
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(2) 機材計画 

① 機材の基本仕様 

機材の基本仕様は、設計方針及び国土交通省土木工事積算基準の土工に示される標準仕様

をもとに既存機材仕様と現地での普及度も考慮し検討した。その結果、適当と判断される機

材の基本仕様（案）を表に示す。 

 

表 3-2 機材基本仕様（案） 

作業内容

仕様選定理由

地山・岩盤の掘削、盛土

路肩を含めた道路幅4,000mmでの効率的な掘削を考慮
既存機材と同仕様

岩盤の破砕

上記エクスカベーターに適合した機種

ジャックハンマー動力

ジャックハンマー2台分のエアー吐出量
既存機材と同仕様

岩盤の削孔

削孔能力。既存機材と同仕様

燃料の運搬

現地道路での走行性。既存機材と同仕様
重機の運搬

0.8m3油圧ショベルの重量が20tonを積載可能

現場における機材の小規模修理

部品の積載能力。メカニック・オペレータ等、最大5名の
搭乗能力、劣悪な道路での走行性能
修理施設における部品の運搬

搬送部品の最大重量（2ton）

バケット等の肉盛り・補強溶接

溶接対象の部材厚さに適した出力（A）

燃料ポンプの噴射量調整・整備
エクスカベータのエンジン気筒数に対応

8気筒対応

燃料タンク車 積載量3,000L

基本仕様

エクスカベーター
重量20tonクラス

バケット容量0.8m3

油圧ブレーカー 重量1,600kgクラス

燃料ポンプ試験機

バックホーローダー

崩壊土砂の撤去、積込み
崩落部の埋め戻し
のり面整形
側溝掘削

維持管理に必要な積み込み及び掘削能力
未舗装道路での走行性
ブータンでの普及機種

重量7-8tonクラス

ローダーバケット容量1.0m3

バックホーバケット容量0.2m3

4WD

支
援

作　業

維
持
管
理

小型トラック

機材名

エアコンプレッサー

掘
削

吐出量7-8m3／min

重量21ｰ22kgクラス、2.4m3／min

4WD、積載800ｰ1,000kgクラス、定員5名

最大運搬3ton、バッテリー駆動フォークリフト

半自動溶接機 最大出力350A、CO2シリンダ付属

セルフローダー 積載荷重20ｔon

ジャックハンマー

 

出所：調査団作成 

 

② 機材数量の設定 

CMU は 11 次 FYP 期間において 1,300km の農道建設を実施することとなっている。既存機

材による CMU 施工実績が平均 14.05km／月であることより、11 次 FYP の 5 年間では 843km

の建設が可能であると推定される。よって 1,300kmの建設を行うために既存機材の施工能力で

は不足する 1,300km－843km＝457km を本計画の調達する機材で建設を行うものとする。 
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表 3-3 建設実施期間 

2013 2014 2015 2016 2017 2018

既存機材
農村道路

建設
843km

（14.05km/月）

機材調達 －

農村道路
建設

457km
（38.08km/月）

本計画機材

農村道路
建設距離

（平均月進）

第11次5ヵ年計画7月 6月

6月7月 12ヶ月

60ヶ月7月 6月

8月

入札

 

上記表に示すように本プロジェクトの調達機材の引渡し時期は、2017 年 6 月となるため、

457km の農道建設を 12 ヶ月間で実施するために必要となる機材の調達について検討を行っ

た。 

 

 掘削作業 

第 10 次 FYP の 5 年間における CMU 既存のエクスカベーター一台当たりの平均月進の実績

は、1.25km/台月であった。本計画で調達されるエクスカベーターの実績も同等になると推定

されるため、本計画のエクスカベーターが建設する必要のある農村道路 457km を 12 ヶ月で施

工するためには、 

  457km÷12 ヶ月÷1.25km/台月＝30.4≒30 台 

よって、本計画で必要となるエクスカベーターの台数を 30 台とする。 

 

農村道路の施工現場では、硬岩に対応するためエクスカベーターと油圧ブレーカー及びコ

ンプレッサー＋ジャックハンマーで編成（フリート）している。よって油圧ブレーカーとコン

プレッサーもエクスカベーターと同数の 30 台を計画する。 

現場での破砕断面積は 2～5m2 であり、油圧ショベルの待機時間を削減するため、2 台のジ

ャックハンマーによる同時削孔が効率的である。また、ジャックハンマーには大きな振動と

衝撃が加わるため、突然発生する故障の頻度が高く、バックアップ機材としての目的も考慮

して 1 サイトあたり 2 台の配置を計画する。2 台のジャックハンマーに対しては吐出量 7～8m3

クラスのコンプレッサーが必要となる。 

 

表 3-4 掘削作業で必要な機材数量 

機 材 名 仕 様 台 数 

エクスカベーター バケット容量 0.8m3、20ton クラス 30 

油圧ブレーカー 重量 1,600kg クラス 30 

エアコンプレッサー 吐出量 7－8m3／min クラス 30 

ジャックハンマー 重量 21－22kg クラス、2.4m3／min 60 

 

 維持管理作業 

人力では行えない農村道路の維持管理作業を実施するためにバックホーローダーの調達を

検討する。現在、CMU では小規模な維持管理作業を Phase1 で調達された小型エクスカベータ
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ー（CAT304）5 台で実施しているが、小型エクスカベーターでは崩落土砂の除去作業の効率が

悪く迅速な作業が実施できない状況となっている。また各県から要請される維持管理作業は

常時数 10 ヶ所以上あり、対応に支障を来している。 

CMU では、今後農村道路建設延伸に伴い増加が予想される小規模な維持管理作業に適した

バックホーローダーを各県に 1台対応させることにより、県からの要望に 低限応える体制を

計画しており、その必要性も高い。よって、全 20 県の維持管理作業に対して均等に対応する

ため、必要 低限の台数としてバックホーローダー20 台を計画する。 

 

表 3-5 維持管理作業で必要な機材数量 

機 材 名 仕 様 台 数 

バックホーローダー 

重量 7-8ton クラス 
ローダバケット容量 1.0m3 
バックホウバケット容量 0.2m3 
4WD 

20 

 

 支援作業 

・燃料タンク車 

CMU が現在保有している燃料タンク車は、CMU 本部とカンマ支所に配置されている各 1 台

であり、30 台のエクスカベーターが調達された場合、ブール支所での燃料配送に支障を来す

ことが予想される。よってブール支所への配置を想定し燃料タンク車 1 台を計画する。 

 

・セルフローダー 

現在 CMU で保有しているエクスカベーター（重量 20ton）を運搬可能な機材は、Phase2 で

調達されたトラックトレーラ 1 台のみである。本計画で 30 台のエクスカベーターが調達され

た場合、全国の現場にエクスカベーターを迅速に搬送するために、2 ヶ所の CMU 支所（ブー

ル、カンマ）に機材運搬車両を配置する必要性が高い。 

本計画ではブータン国内の狭隘で急曲線の多い道路事情を考慮してトラックトレーラでは

なくセルフローダー2 台の配置を計画する。 

 

・フォークリフト 

CMU では本部の修理工場において部品を運搬するために、Phase2 で調達されたフォークリ

フト（ 大荷重 3ton）を活用している。現在、2 ヶ所の支所では修理工場が建設され、部品倉

庫も完備されたが、倉庫棚上部への部品収納や重量部品の運搬に支障を来している。よって、

2 ヶ所の支所で効率的な部品収納及び運搬を行うためにフォークリフト各 1 台の配置を計画す

る。 

 

・小型トラック 

小型トラックは、現場に対してメカニック・オペレーター派遣や部品の運搬を行う。既存

機材は稼働実績よりフル稼働状態であるため、30 台のエクスカベーターが調達された場合に

増加する現場への対応が困難となる。よって、CMU 本部及び 2 ヶ所の支所に対して各 1 台の

配置を計画する。 
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・半自動溶接機及び燃料ポンプ試験機 

CMU 本部・各支所で日常的に行っているエクスカベーターのバケット等、摩耗が激しい部

品の肉盛り・補強溶接を効率的かつ高品質で行うために CMU 本部・各支所に対して半自動溶

接機各 1 台の配置を計画する。 

また、既存及び本計画で調達予定のエクスカベーター燃料ポンプの調整・整備を行うため

に CMU 本部に対して燃料ポンプ試験機 1 台の配置を計画する。 

以下に支援作業で必要となる機材数量を示す。 

 

表 3-6 支援作業で必要な機材数量 

機 材 名 仕 様 台 数 

燃料タンク車 積載量 3,000L 1 

セルフローダー 積載荷重 20ton 2 

フォークリフト 大運搬 3tom、バッテリー駆動 2 

小型トラック 定員 5 名、4WD、積載 800-1000kg 3 

半自動溶接機 大出力 350A、CO2シリンダ付属 3 

燃料ポンプ試験機 8 気筒対応 1 

 

③ スペアパーツの調達計画 

約 2 年間の稼働（建機 3,000 時間、車両 30,000km）で必要となる以下のスペアパーツの調達

を検討する。CMU は 2 年間の部品消費量を確認し、それ以降に必要となる部品の予算確保及

び発注を行う。 

表 3-7 主なスペアパーツ 

品  目 交換時期（標準） 数 量 

定期交換部品 燃料フィルター 250-500h･10,000km／回 各部品の数量につ

いては機材及び

メーカーによって

異なるため、各

メーカーから機材

仕様の収集後に検

討を行う。 

エアフィルター 1,000h･10,000km／回 

エンジンオイルフィルター 250h･10,000km／回 

作動油フィルター 250h／回 

消耗部品 V ベルト ※ 

ブレーキシュー 30,000km／回 

その他 ヘッドランプ ※ 

ブレーキランプ ※ 

ヒューズ ※ 

その他メーカー推奨部品 ※ 

※：突発的な故障を考慮してメーカー推奨部品一式／台の調達を検討 
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④ 調達機材（案） 

以上の検討結果から求めた調達機材（案）及び配置計画を表 3-8 に示す。 

 

表 3-8 調達機材（案） 

ブムタン
CMU本部

タシガン
カンマ支所

サルパン
ブール支所

合　計

1 エクスカベーター 重量20tonクラス (0.8m3) 10 10 10 30

2 油圧ブレーカー 重量1,600kg 10 10 10 30

3 エアコンプレッサー 吐出量7-8m3/min 10 10 10 30

4 ジャックハンマー 21-22kg 20 20 20 60

5 バックホーローダー 重量7-10ton( 1.0m3、0.2m3) 8 6 6 20

6 燃料タンク車 積載量3,000L 0 0 1 1

7 セルフローダー 積載荷重20ｔon 0 1 1 2

8 フォークリフト 最大運搬3ton、バッテリー駆動 0 1 1 2

9 小型トラック 定員5名、4WD、積載800-1000kg 1 1 1 3

10 半自動溶接機 最大出力350A、CO2シリンダ付属 1 1 1 3

11 燃料ポンプ試験機 8気筒対応 1 0 0 1

12 スペアパーツ
2年間の標準的な稼働に必要な
定期交換部品・消耗部品等

－ － － 1

機　　種 仕　　様

配　置　台　数

 
 

3-2-3 調達計画 

3-2-3-1 調達方針 

(1) 事業実施主体 

本計画が日本国政府の無償資金協力により実施される場合の両国関係機関の体制を図 3-2 に

示す。 

 

 

 

 

 

図 3-2 事業実施関係図 

日本国政府  
ブータン国政府 

日本法人のコンサルタント 

各契約書の認証 
実施機関 

（農業林業省・農業局） 

交換公文（E/N）

機材調達契約 

国際協力機構 贈与契約（G/A）

・実施設計（入札図書作成）

・入札補助、機材調達監理 

・検収管理 

・操作、取り扱い指導監理 

日本法人の納入業者 

・資機材調達 

・輸送 

・納入、検収 

・操作、取り扱い指導 

コンサルタント契約 

機材調達監理 
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本計画のブータン側実施機関は農業林業省農業局である。我が国の無償資金協力の制度に

従い、実施設計及び調達監理は日本法人のコンサルタントが担当し、本計画の機材調達につ

いても日本法人が主契約者となる。 

 

(2) 相手国政府 

農村道路建設をしている実施機関のもと、調達した機材を運営・維持管理するのは中央機

械化センター（CMU）である。CMU は、ブムタン県ジャカールの本部とサルパン県ゲレフ支

所及びタシガン県カンマ支所がある。機材の主要な運営管理業務は本部において実施してい

る。 

 

(3) コンサルタント 

E/N 及び G/A 締結後、DOA は速やかに日本のコンサルタントとの間で役務契約（コンサル

タント契約）を締結する。契約したコンサルタントは本計画の実施設計、入札図書作成、入札

執行補助及び調達監理業務等についてエンジニアリングサービスを提供し、本計画の機材引

渡し完了まで責任を負う。 

 

(4) 機材納入業者 

入札参加資格制限付き一般競争入札により、要求された品質・仕様について審査に合格し、

落札した納入業者は、DOA と本プロジェクトで計画された機材の納入に関し、契約を締結す

る。 

 

3-2-3-2 調達上の留意事項 

調達される機材は、日本より約 8,800km を約 1 ヶ月間かけて海上輸送し、インド国のコルカタ

港で陸揚げされる。コルカタ港にて仮通関を行い、その後、インド国内を 776km 内陸輸送され、

ブータン国との国境のプンツォリンで通関手続きが行われる。さらに、そこから約 426km の距離

にあるブムタン県ジャカールの CMU に搬入され、ブータン側に引き渡される。 

CMU までの内陸輸送は日本側で行われるが、引き渡し以降、各支所及び対象となる農村道路

建設サイトへの機材輸送はブータン側で実施される。CMU 本部・各支所への機材配置数量は、

表 3-8 に示したとおりである。 

このような輸送条件で機材調達を行うため、機材納入業者は海上輸送、陸揚げ中および内陸輸

送中（インド、ブータン国内）に起こり得る破損、盗難等による瑕疵責任について、ブータン側

との間で齟齬が生じないように措置する必要がある。 

指定場所に機材が納入された後、納入業者は納入機材全てに関し、試運転動作確認を行い、機

材の正常な作動を確認した上で、ブータン側に機材を引き渡す。また、引き渡し後、納入業者は

CMU に対し、速やかに操作・取り扱い指導及び点検・整備に関する指導を実施する。 

なお、ブータン国内の輸送ルートの一部となる国道 1 号線は、2018 年末まで拡幅工事が実施さ

れている。機材の輸送に際しては、工事による夜間通行止めなどの影響を考慮し、輸送行程を計

画する必要がある。 
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3-2-3-3 調達区分 

CMU までの輸送費、荷下ろし時の組立費用を含む機材調達に係る全てのコストは日本側負担

となる。CMU での機材荷下ろし以降、各支所及び建設対象となる農村道路サイトまでの輸送費

等一切の費用はブータン側負担とする。表 3-9 に両国の負担区分を示す。 

 

表 3-9 両国政府の負担区分 

項 目 内 容 
負担区分 

備 考 
日本国 ｢ブ｣国

機材調達 機材調達 

海上･陸上輸送

通関手続き 

内国輸送 

○ 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

通関場所まで 

免税措置を含む 

通関場所以降 

操作指導等 操作指導 

点検整備指導 

○ 

○ 

 

 

 

維持管理業務 機材回送 

保管場所確保 

機材維持管理 

 ○ 

○ 

○ 

機材配置先への回送 

 

3-2-3-4 実施設計及び調達監理計画 

(1) 基本方針 

E/Nおよび G/A締結後、無償資金協力の枠組みに基づき E/Nに示された業務範囲において、

日本法人コンサルタントがブータン国政府とのコンサルティング業務契約を結び実施設計お

よび調達監理業務の実施に当たる。コンサルタントは、事業実施の背景、協力内容の策定に

係る概略設計の経緯・趣旨を十分に理解した上で業務に当たることが重要である。 

調達監理者に求められる専門性は、機材の詳細・操作方法に明るく、操作指導や点検整備

指導の経験を有することである。特に、ブータン側が調達機材を有効かつ長期に渡り使用し

ていくために、日常点検整備の指導は重要であり、機材に関する知見と経験に基づいた整備

指導が求められる。 

 

(2) 実施設計業務 

実施設計業務の主要内容は次の通りである。 

 着手協議、現地確認 

 機材仕様のレビュー 

 入札図書作成 

 入札図書の説明･承認取得 

 入札業務補助（公示、図書配布、入札執行、結果評価） 

 契約促進補助（契約交渉、契約立会い、契約認証手続き） 

 

(3) 調達監理業務 

調達監理業務の主要内容は次の通りである。 

 機材発注書の発行確認 

 工場検査・出荷前検査 
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 船積み前検査（第三者機関へ委託） 

 現地事前打合せ（搬入スケジュール、免税措置確認、初期指導実施要領） 

 初期操作指導・点検整備指導立会い 

 検収・引渡し 

 完了報告書の作成 

 

3-2-3-5 品質管理計画 

調達される機材が、契約によって定められた品質・仕様を満たしていることを確認するために、

調達業務の各段階において下記の検査を実施する。 

・納入業者発行の機材発注書の内容確認 

・機材製造工場における工場検査・出荷前検査 

・船積み前検査 

・機材引渡し時の検査 

 

3-2-3-6 機材調達計画 

(1) 調達先 

現在、CMU が使用している機材のほとんどが日本製である。そのためオペレーター、メカ

ニックも日本製機材の取り扱いに習熟しているとともに、その品質・性能を高く評価してい

る。 

機材調達先について実施機関である農業省農業局と協議した結果、第 11 次 FYP 期間内にで

きるだけ多く活用できるように早期調達を強く要請しており、日本製品の製造から納入まで

の調達期間の信頼性が高い日本製機材の調達を強く希望している。また、要請機材に関する

現地調査では、日本製品の普及度、品質、性能、サービス体制および部品供給体制が整って

いることを確認した。表 3-10 にブータンの建設機械・車両の代理店情報を示す。 

 

表 3-10 現地代理店情報 

代理店名 主要拠点 取扱いメーカー製品 

Chhundu Enterprises（TIL Ltd.<ｲﾝﾄﾞ>） プンツォリン Caterpillar 

Ugen Earthmovers ティンプー JCB 

Continental Bhutan Enterprises プンツォリン コマツ 

Druk Trading Equipment プンツォリン コベルコ、CASE 

Kays Consultancy & Marketing Services プンツォリン 日立 

Sonam Trading （ Kiang Ann Engineering 

Ltd.<ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ>と Paragon Machinery Co. 

Ltd.<ﾀｲ>の代理店も兼任） 

ティンプー 

Caterpillar、住友、加藤

（Hyudai、Samsung、Daewoo

も取扱い） 

State Trading Corporation ティンプー いすゞ、トヨタ、三菱 

 

以上より、本調達計画では日本製品を中心に、調達先を検討し、日本製品が存在しない若
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しくは製作メーカー数が限られている場合は海外生産の日本メーカー製や日本製と同等の品

質が確保できる第三国での調達を検討することとする。第三国調達が想定される機材として、

日本で製造を行っていないバックホーローダー、小型トラック、燃料ポンプ試験機が挙げら

れる。 

 

(2) 調達ルート 

本計画における機材の輸送ルートは図 3-3 の通りとなる。 

 

 

 

 

図 3-3 輸送ルートの概要 

 

1) 海上輸送 

本邦調達品に関しては本邦主要港からインドのコルカタ港まで海上輸送となる。コルカタ

港での沖待ち、荷下ろし、仮通関等含め、輸送期間は約 1カ月を要する。コルカタ港では沖待

ち、荷下ろしおよび仮通関で約 4 日間を要する。 

 

2) インド国内（陸送） 

コルカタ港からブータンとインド国境のプンツォリン間は陸送となる。1 編成 5 台程度のト

レーラーで編成を組み、5 日程度かけて輸送する。全機材の輸送開始から完了まで約 2 週間程

度要する。総輸送距離は約 780km である。（輸送業者が所有するトレーラーの数により多少輸

送期間が変わってくる。） 

 

3) ブータン、インド国境（通関） 

ブータンとインド国境のプンツォリンで本通関となり約 2 日程度要する。 

免税手続きとしては、機材がプンツォリンに到着する前に、日本の調達業者（商社）が船積

毎の Invoice、Packing list、Certificate of Origin、Insurance policy（各原本）を DOA に提出する。

DOA はそれら書類に基づき免税申請書類（Import duty application）を作成し、E/N、G/A とと

もに財務省の国税局（Department of Revenue and Custom）に提出する。国税局は免税証明書を

プンツォリンの税関に送付することにより、機材の免税措置が行われる。これらの手続きは

大でも一週間程度で完了する。 

 

本邦主要港 

（本邦調達品）

インド 
コルカタ港 

第三国製品製造国 

主要港 

（第三国調達品） 

海上輸送 

ブータン 
プンツォリン 

陸送 

陸送 

CMU 本部 
ブムタン県ジャカール 
（ 終仕向け地） 

通関 

海上輸送 
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4) ブータン国内（陸送） 

プンツォリンから機材納入先である CMU に陸送を行う。1 編成 5 台程度のトレーラーで編

成を組み、3 日程度かけて輸送する。全機材の輸送開始から完了まで約 1 カ月要する。（輸送

業者が所有するトレーラーの数により多少輸送期間が変わってくる。）時間が要する理由は道

路事情が決して良好ではない為、通常の輸送に比べトレーラーの平均速度が落ちるためであ

る。 

そうした中、ブータン内では国道整備事業のため、いたるところで 20ton クラスのエクスカ

ベーターをはじめとする建設機材がトレーラーに積載され輸送しており、本計画で調達が計

画されている機材も 大で 20ton クラスのエクスカベーターであるため、時間はかかるが輸送

には問題ない。 

また、この国道整備事業も機材調達が計画されている 2017 年夏には拡幅工事の一部（土工

工事が完了し道路幅員が拡幅される）が完了する予定で輸送条件が現時点より改善される。 

一方、ブータン内にはこれまで JICA が実施してきた「第一次、二次農村道路建設機材整備

計画」をはじめとし、「道路建設機材整備拡充計画」等の案件でエクスカベーター等の大型建

機の輸送経験が豊富にある業者も数社ある。 

なお、プンツォリンから機材納入先である CMU 本部があるブムタン県ジャカールへの総輸

送距離は 430km に及ぶ。 

 

3-2-3-7 初期操作指導計画・運用指導等計画 

(1) 調整・試運転実施計画 

機材の搬入時期に合わせ、納入業者により派遣する技術者が機材据え付けを行う。その後

調達機材の試運転・調整を行い、機材が正常に作動することを確認する。調達機材は、機種

が多いため、数名の技術者が分担して行い工程の短縮を図る人員配置計画とする。 

 

(2) 初期操作指導・運用指導等計画 

表 3-11 に示すように全ての調達機材に対して、取扱い・操作指導を行う。ほとんどの機材

について CMU では使用経験あるが、半自動溶接機及び燃料ポンプ試験機については使用経験

がないため、実際の作業を通した操作指導を十分実施する必要がある。 

また表 3-12 に示すように上記初期操作指導とは別途、エクスカベーターについては過去調

達された老朽化しつつある機材を用いて、状態診断（各部計測等）や故障発生を事前に防ぐ予

防整備及びオーバーホールについての技術指導を実施する。 

 

表 3-11 初期操作指導・運用指導 

機 材 名 実施期間 技術者 

エクスカベーター＋油圧ブレーカー 9 日 A 

エアコンプレッサー、ジャックハンマー 3 日 B 

バックホーローダー 9 日 C 

フォークリフト 5 日 D 

燃料タンク車、セルフローダー、小型トラック 5 日 E 

半自動溶接機、燃料ポンプ試験機 8 日 F 
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表 3-12 現有機材の診断・維持管理指導 

機 材 名 実施期間 技術者 

エクスカベーター 

 （エンジン、油圧系統、足回り、溶接） 
15 日 A 

 

3-2-3-8 実施工程 

本プロジェクトは、我が国の無償資金協力に基づき実施され、その工程は表 3-13 のようになる。 
 

表 3-13 事業実施工程 

計画内容 終確認

機材仕様書等のレビュー

入札図書作成 :現地業務

入札図書承認

入札公示 :国内業務

図渡し、内容説明

入札

入札評価

業者契約

機材製作

製品(工場)検査・出荷前検査

船積み前機材照合検査

海上・国内輸送

調整・試運転、初期操作・運用指導

検収・引き渡し

実
　
施
　
設
　
計

調
　
達
　
工
　
程

1511 12 13 14

所　　要　　月　　数
項　　　目

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

計 4.5ヶ月

計 10.5ヶ月

 

 

3-3 相手国側分担事業の概要 

本プロジェクトが我が国の無償資金協力で実施される場合のブータン側分担事項は以下のと

おりである。 

・銀行取極め（B/A）に基づく、本邦銀行に対する銀行取極め手数料の支払い 

・本計画に従事する日本人の業務遂行のためのブータンへの入国・滞在時及び政府関係機関訪

問に係わる便宜供与 

・本計画に従事する日本人及び日本法人に対する関税及びその他国内税の免除 

・本計画に係わる調達機材の通関業務に必要となる書類の作成、免税措置 

・環境税（Green Tax）の支払い 

・調達機材の運用に係る予算及び人員の確保 

・CMU 本部から各支所及び農村道路建設現場までの輸送 

・調達機材の適正かつ効果的な使用及び維持管理の実施 

・農村道路建設及び維持管理の実施 

・本計画に関し、無償資金協力として日本側が負担する以外の全ての費用負担 

 

実施に係る便宜供与、免税措置に関しては、過去 2 件の類似案件の受入実績からも、問題はな

いと考えられる。また、機材の維持管理についても、過去の類似案件で適切な予算措置・人員配

置が行われた実績があるとともに、MOAF は本プロジェクトにおいても予算・人員の確保を承認

しているため、実施可能であると考えられる。 
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3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

実施機関である農業省農業局では CMU において道路機材の運営維持管理を実施している。現

在 CMU で保有している機材の大部分は過去調達が実施された日本製機材であるが、日常点検、

定期点検等を確実に実施し、現在まで大きな故障もなく使用している。 

今後、過去調達されたエクスカベーターについては、老朽化に伴い突発的な故障の発生が予想

される。本計画の機材調達に合わせて、過去調達機材の診断、オーバーホールに関する技術指導

を実施することにより、より円滑な機材運用を図ることが可能となる。 

本プロジェクトで機材が調達された場合、CMU 本部、支所で新たに必要となる人員を表 3-14

に示す。新規必要人員及び維持管理に必要な費用の見積もりについては、DOA が作成したもの

を MOAF が承認している9。MOAF は、これを財務省に対して 2017 年 2 月頃に予算申請（ブータ

ンの予算年度は 7 月から翌年 6 月）する予定となっている。なお、財務省は、これまで農村道路

建設機材のための予算約 4,000 万から 5,000 万 Nu を毎年承認しており、その重要性は認識してい

る。 

 

表 3-14 新規配置人員 

職 種 
配置先の必要人員 

CMU 本部 カンマ支所 ブール支所 合計 

 オペレーター 18 16 16 50 

 運転手 1 2 3 6 

 助手 7 4 4 15 

合 計 26 22 23 71 

 

                                                        
9 参照：資料 4. 討議議事録（M/D）A4-49 
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3-5 プロジェクトの概略事業費 

本プロジェクトを実施する場合に必要となる事業費総額は 9.76 億円となり、先に述べた日本側

とブータン側の負担区分に基づく経費内訳は、以下に示す積算条件によると日本側 9.75 億円、

ブータン側 1.34 百万円となる。ただし、ここに記載する日本側負担の事業費は即交換公文上の供

与限度額を示すものではない。 

 

3-5-1 協力対象事業の概略事業費 

(1) 概略総事業費 

976.9 百万円 
 
(2) 日本側負担経費 

費 目 概略事業費（百万円） 

機材調達費 951.4 

実施設計・調達監理費 24.2 

合 計 975.6 
 
(3) ブータン側負担経費 

費 目 
経費 

百万 Nu 百万円 

銀行取極め手数料 0.24 0.50 

環境税（Green Tax）* 0.40 0.84 

合 計 0.64 1.34 

  *環境税：小型トラック（3 台）本体価格×10% 

 
(4) 積算条件 

・積算時点  2015 年 9 月 

・為替交換レート 米ドル対日本円： US$ 1.00 = 124.40 円 

   ユーロ対日本円： € 1.00 = 138.68 円 

   現地通貨対日本円： Nu 1 = 2.08 円 

・調達期間  実施設計、機材調達の期間は実施工程に示したとおり 

・その他  本計画は日本国政府の無償資金協力の制度に従い実施されるものとする 

 

3-5-2 運営・維持管理費 

機材導入後、機材の稼働のために必要とされる年間の燃料・油脂費用（CMU 負担）は、表 3-15

に示すように 221 万 Nu（約 460 万円）と積算される。年間の維持修理費用は、表 3-16 に示すよ

うに 351 万 Nu（約 729.6 万円）と積算される。また、新規に採用が必要と想定される要員の年間

の人件費は、2,500 万 Nu（約 5,200 万円）と見積られる。 

以上より調達機材に関して CMU の負担が必要となる運営・維持管理費は合計 3,072 万 Nu（約

6,390 万円）である。 

CMU は MOAF から承認を受けた、機材調達に伴う年間の運営・維持管理費予算を 4,913 万 Nu

と見積り計上10しており、本計画で積算された運営・維持管理費を十分賄うことができる。 

                                                        
10
参照：資料 4. 討議議事録（M/D）A4-49 



- 43 - 

表 3-15 燃料･油脂費用見積（新規に必要となる費用） 

仕様 台 稼働時間

(kw) 数 (h／年)
(L／

kw・ｈ・台）
(L／h･台) (L／年･台) (L／年)

1 エクスカベーター 104.0 30 1200 0.175 18.2 21,840.0 655,200

2 油圧ブレーカー - 30 - - - - -

3 エアコンプレッサー 59.0 30 320 0.189 11.2 3,568.3 107,050

4 ジャックハンマー - 60 - - - - -

5 バックホーローダー 86.0 20 1200 0.153 13.2 15,789.6 315,792

6 燃料タンク車 85.0 1 1200 0.050 4.3 5,100.0 5,100

7 セルフローダー 235.0 2 720 0.075 17.6 12,690.0 25,380

8 フォークリフト － 2 - - - - -

9 小型トラック 58.0 3 900 0.047 2.7 2,453.4 7,360

10 半自動溶接機 － 3 - - - - -

11 燃料噴射ポンプ － 1 - - - - -

合　計 182 1,115,882

上記のうち農村道路建設に直接係わる機材の燃料費は、各県が負担するため、それ以外の燃料費（網掛行） 37,840

積算条件

：燃料消費量は「建設機械等損料表」（日本建設機械化協会）による

：ディーゼル燃料価格　47.6 Nu／Litter＝99.0 円／Litter

：油脂費用　　燃料価格の1％

：1 Nu＝2.08 円

CMU負担燃料費（年間） 37,840 L×47.6 Nu／L＝180 万Nu 約 375 万円

油脂費用（年間） 861,799L×47.6Nu／Ｌ×1％＝41万Nu 約 85 万円

221 万Nu 約 460 万円

燃料消費量

合　計

No. 機材名

 

 

 

表 3-16 維持修理費用見積（新規に必要となる費用） 

1 エクスカベーター 104.0 30 9.0% 9.0 9.0 1.00% 12.0 360.0
2 油圧ブレーカー - 30 7.0% 7.5 7.5 0.93% 1.9 56.0
3 エアコンプレッサー 59.0 30 7.0% 13.0 13.0 0.54% 1.0 30.2
4 ジャックハンマー - 60 7.0% 5.5 5.5 1.27% 0.8 45.8
5 バックホーローダー 86.0 20 9.0% 11.5 11.5 0.78% 8.6 172.2
6 燃料タンク車 - 1 12.0% 12.0 12.0 1.00% 5.5 5.5
7 セルフローダー 235.0 2 12.0% 11.5 11.5 1.04% 17.7 35.5
8 フォークリフト － 2 9.0% 10.5 10.5 0.86% 2.1 4.1
9 小型トラック 58.0 3 12.0% 9.5 9.5 1.26% 3.2 9.5

10 半自動溶接機 － 3 7.0% 7.5 7.5 0.93% 1.9 5.6
11 燃料噴射ポンプ － 1 7.0% 20.0 20.0 0.35% 5.3 5.3

182 729.6
積算条件

：建設機械等損料表（日本建設機械化協会）による
：機材価格：基礎価格もしくは見積価格（CIF）
：ブータン国標準使用年数＝日本国標準使用年数とする
：年間維持修理比率＝維持修理費率÷ブータン国標準使用年数
：年間維持修理費＝機材価格×年間維持修理比率
：1Nu＝2.08円

351 万Nu 729.6 万円

維持修理費

／年・台

(万円)

維持修理費

／年

(万円)

維持管理

比率

(％)

年間維持

管理比率

(％)

日本国

標準使用

年数

(年)

「ブ」国

標準使用

年数

(年)

台数No. 機材名

合　計

年間維持修理費

仕様
(Kw)
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第 4 章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

事業実施の前提条件となる、相手国負担事項等は表 4-1 に示す通りである。 

 

表 4-1 事業実施のための前提条件 

項 目 内 容 備 考 

先方負担事項 機材の運用に係る予算については、MOAF

に承認された CMU 見積もり金額が本計画で

積算した必要金額を満たしている。また、過

去 2 件の類似案件でも必要予算が確保された

実績があることから問題ないものと判断され

る。 

新規に必要となる人員については、提携し

ている職業訓練校からの卒業生や一般採用に

より、十分確保可能である。また、上記予算

と同様に類似案件においても必要人員が確保

された実績があることから問題ないものと判

断される。 

その他事務的な手続きについても実施機関

である MOAF は、すでに数件の無償資金協力

事業を経験しており、これまで特に問題は発

生していないことから、負担事項の実施にあ

たり問題はないものと判断される。 

「3-3 相手国側分担事業の概

要」参照。 

 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

本計画により調達予定の機材を有効活用しプロジェクトの全体計画を達成するために必要な

相手方投入（負担）事項を表 4-2 に示す。 

 

表 4-2 相手方投入（負担）事項 

項目 内 容 備 考 

1 燃料・潤滑油等の機材運用に必要な資材を購入するために

必要な予算措置 
－ 

2 機材の定期整備・修理に必要な予算措置 部品の購入 

3 メカニック・運転手等、必要人員の配置 新規採用、配置転換 

 



- 45 - 

4-3 外部条件 

プロジェクトの効果を発現・持続させるための外部条件は表 4-3 の通りである。 

 

表 4-3 外部条件 

項 目 内 容 外部条件 

プロジェクト

目標 

農家の農作業の効率化や農産物の輸送・販

売及び公共サービスへのアクセスが改善

する 

 農村道路沿線の農家が継続して居

住し、農業を継続する 

 

成果 ブータン政府による農村道路の建設及び

既存の農村道路の維持管理が促進される 

 MOAF、CMU による農村道路建設

及び維持管理が継続される 

 

活動  農村道路建設及び維持管理機材の調達 

 機材の初期操作指導・運用操作指導 

 機材の維持管理の実施 

 農村道路建設及び維持管理の実施 

 CMU に必要な予算が確保される 

 CMU に必要な人員が採用される 

 オペレーター・運転手、メカニッ

クが CMU での勤務を継続する 

 

 

4-4 プロジェクトの評価 

4-4-1 妥当性 

本事業は、道路が唯一の陸上交通手段であるブータンにおいて、農産物の輸送等に必要不可欠

なインフラである農村道路の建設及び維持管理に必要な機材を整備するものである。過去 2 回に

わたり我が国の協力により調達された機材は有効に活用されており、先方政府や対象地域の自治

体からの評価も高い。第 11 次 FYP では約 2,500km の農村道路の拡張が予定されており、これま

でに整備された第 9 次及び第 10 次 FYP と併せると約 7,500km の緊急度の高い農村道路整備が終

了することになる一方、落石や崩落などによる既存の農村道路の維持管理の需要も増加しており、

既存の老朽化しつつある建設機材では質・量ともに対応が困難な状況にある。貧困層の多い農村

地域における 低限の生活維持のために農村道路の整備・維持管理の必要性・緊急性は高いこと

から、無償資金協力として本事業の実施を支援する必要性及び妥当性は高い。 
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4-4-2 有効性 

(1) 定量的効果 
 

表 4-4 定量的効果 

 

指 標 名 基準値（2015 年 6 月） 目標値（2018 年 6 月）
※1 

農村道路建設距離（km） 337※2 1,300※3 

農村道路維持管理距離（km） 335※4 988※5 

※1：事業完成 1 年後（第 11 次 FYP 終了時点：2018 年 6 月） 
※2：CMU 既存機材の実績（2013 年 7 月-2015 年 6 月） 

※3：既存機材の 5 年間建設距離（推定値）＋調達機材の 1 年間建設距離 

→ 843 km＋457 km＝1,300 km 
※4：CMU 既存機材の実績（2013 年 7 月-2015 年 6 月） 

※5：〔バックホーローダー（調達機材）の月間維持管理能力×調達台数×12 ヶ月〕 

＋既存機材の 5 年間維持管理距離（推定値） 

→（0.63 km/台･月×20 台×12 ヶ月）＋837 km 

＝151 km＋837 km＝988 km 

 

(2) 定性的効果 

本計画における定性的効果は以下の通りである。 

① 農産物の集出荷・販売の実現・改善、農作業の効率化による農業収入の向上 

② 農村住民の市場及び公共サービス（病院、学校、役所）へのアクセス時間の改善 
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資料１ 調査団員・氏名 



A1-1 

１．調査団員・氏名 

（１）現地調査（2015 年 8 月 9 日～9 月 7 日） 

 

 氏  名 担  当 所  属 

1 
稲葉 誠 

Mr. Inaba Makoto 
総括 

ＪＩＣＡ 農村開発部 

国際協力専門員 

2 
今村 誠 

Mr. Imamura Makoto 
計画管理 

ＪＩＣＡ 農村開発部 

農業・農村第一グループ 

第一チーム 

3 
香野 拓司 

Mr. Kono Takuji 

業務主任 

／農村道路整備計画 

(株)片平エンジニアリング・

インターナショナル 

4 
小林 聖仁 

Mr. Kobayashi Kiyohito 

機材計画 

／運営維持管理計画 

(株)片平エンジニアリング・

インターナショナル 

5 
上橋 信行 

Ms. Kamihashi Nobuyuki 
調達計画/積算 (株)アンジェロセック 

 

 

（２）準備調査報告書（案）説明調査（2015 年 12 月 10 日～12 月 18 日） 

 

 氏  名 担  当 所  属 

1 
稲葉 誠 

Mr. Inaba Makoto 
総括 

ＪＩＣＡ 農村開発部 

国際協力専門員 

2 
今村 誠 

Mr. Imamura Makoto 
計画管理 

ＪＩＣＡ 農村開発部 

農業・農村第一グループ 

第一チーム 

3 
香野 拓司 

Mr. Kono Takuji 

業務主任 

／農村道路整備計画 

(株)片平エンジニアリング・

インターナショナル 

4 
小林 聖仁 

Mr. Kobayashi Kiyohito 

機材計画 

／運営維持管理計画 

(株)片平エンジニアリング・

インターナショナル 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２ 調査行程 
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２．調査行程 

（１）現地調査 

 

1 8/9 (日)
東京発 00:20 → バンコク → パロ着10:00
→ティンプー移動

ティンプー

2 8/10 (月) JICA事務所打合せ、MoAF/DoA協議 ティンプー

3 8/11 (火) MoAF/DoA協議 ティンプー

4 8/12 (水) ティンプー→ブムタン移動 ブムタン

5 8/13 (木) CMU協議、ゲオグセンター訪問・協議、農道視察 ブムタン

6 8/14 (金) CMU協議、農道視察、農民インタビュー ブムタン

7 8/15 (土) ブムタン→トンサ移動 トンサ

8 8/16 (日) トンサ→サルパン移動 ゲレフ

9 8/17 (月)
CMUブール支所視察・協議
サルパン→ダンプ移動

ダンプ

10 8/18 (火) ダンプ→ティンプー移動 ティンプー

11 8/19 (水) MoAF/DoA協議、資料整理 ティンプー

12 8/20 (木) MoAF/DoA協議、資料整理 ティンプー

13 8/21 (金) MoAF/DoA協議、資料整理 ティンプー

14 8/22 (土) 資料整理 ティンプー

15 8/23 (日) 東京発 00:20 → バンコク → パロ着10:00 団内打合せ ティンプー

16 8/24 (月) JICA事務所協議、MoAF/DoA表敬、ティンプー→トンサ移動 トンサ

17 8/25 (火) タシガン→ブムタン移動　CMU本部視察・協議、ゲオグセンター訪問・協議、農道視察 ブムタン

18 8/26 (水) ブムタン→タシガン移動 タシガン

19 8/27 (木) タシガン→カンマ移動　CMUカンマ支所視察・協議、ゲオグセンター訪問・協議、農道視察 タシガン

20 8/28 (金) タシガン→ブムタン移動 ブムタン

21 8/29 (土) ブムタン→ティンプー移動 ティンプー

22 8/30 (日) MD協議（MoAF/DoA） ティンプー

MD署名、JICA事務所報告、ティンプー→パロ移動

AMC視察 MoAF/DoA協議

24 9/1 (火) パロ発 11:15 → バンコク着 → MoAF/DoA協議、資料整理 ティンプー

25 9/2 (水) → 東京着 06:55 MoAF/DoA協議、資料整理 ティンプー

26 9/3 (木) AMC視察・協議、資料整理 ティンプー

27 9/4 (金) MoAF/DoA協議、資料整理、JICA事務所報告 ティンプー

28 9/5 (土) 資料整理 ティンプー

29 9/6 (日) パロ発 11:45→ バンコク着 → 機中

30 9/7 (月) → 東京着 06:55

MoAF: Ministry of Agriculture and Forests（農業林業省） DoA: Department of Agriculture（農業局）
CMU: Central Machinery Unit（中央機械センター） AMC: Agriculture Machinery Center(農業機械化センター）

業務主任/農村道路整備計画　香野　拓司
機材計画/運営維持管理計画　小林　聖仁

調達計画/積算　上橋　信行
日付 宿泊

総括　稲葉　誠
計画調整　今村　誠

23 8/31 (月) ティンプー
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（２）準備調査報告書（案）説明調査 

 

1 12/10 (木)
東京発 00:20 → バンコク → パロ着12:50
JICA事務所打合せ

ティンプー

2 12/11 (金) M0AF/D0A協議 ティンプー

3 12/12 (土) MoAF/DoA協議、資料作成 ティンプー

4 12/13 (日)
東京発 00:20 → バンコク → パロ着13:10
団内協議

資料作成
団内協議

ティンプー

5 12/14 (月) JICA事務所打合せ、MoAF/DoA協議 ティンプー

6 12/15 (火) MoAF/DoA協議、資料作成 ティンプー

MD署名、JICA事務所報告、ティンプー→パロ移動

AMC視察 パロ→ティンプー移動

ティンプー→パロ移動

パロ発 11:15 → バンコク着 →

9 12/18 (金) → 東京着 06:55

MoAF: Ministry of Agriculture and Forests（農業林業省） DoA: Department of Agriculture(農業局）
AMC: Agriculture Machinery Center(農業機械化センター）

7 12/16 (水)
パロ
ティンプー

12/17 (木)8 機中

日付
総括　稲葉　誠

計画調整　今村　誠
業務主任/農村道路整備計画　香野　拓司
機材計画/運営維持管理計画　小林　聖仁

宿泊

 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３ 関係者（面会者）リスト 
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３．関係者（面会者）リスト 

 

Yashey Dorji Minister

氏名 所属・役職

農業林業省（Ministry of Agriculture & Forests: MOAF)

Equipment In-Charge

Kado Stoer In-Charge

Rinchen Wangdi Deputy Chief Program Officer

Kelzang Tobgay WorkShop In charge

JICA　ブータン事務所

Thukten Yeghi Senior Technician

小南　隆史 JICAシニアボランティア

Thongjay Regional Mechanic

Chencho Dorji

朝熊　由美子 Chief Representative

砂田　雅則 Project Formulation Adviser

Kinley Dorji Chief Program Officer

Sangay Nangchul Principal

Ligyen Dorji Assistant Principal

Sonam Pemo Regional Mechanic

Naure Sangla leader

Gewog village head

Jambay Yonten

Tshering Acting Chief Engineer

農業林業省（MOAF)　農業局（DOA)　機械化センター（Central Machinery Unit: CMU）本部

農業林業省（MOAF)　農業局（Department of Agriculture）

サムツィ・テクニカル・トレーニング学校（Technical Training Institute: TTI, Samthang）

機械化センター（CMU）　サンルパン県ゲレフ支所（Regional Office, Gelephu）

Tenzin Choeda Regional Manager

ブムタン県　ジャカール　ゲオク　コミュニティーセンター(Jakar)

機械化センター（CMU）　タシガン県カンマ支所（Regional Office, Khngma）

タシガン県　カンマ　ゲオク　コミュニティーセンター（Khngma）

Yangki

Regional Manager

Deputy Executive Engineer

Karma Tshethar Chief Engineer

Nim Dorgi Director General

財務省（Ministry of Finance）　国税局（Revenue & Customs）

Tashi Namgay Deputy Commissioner

Ganesh B. Chettri Acting Director General

Gyembo Tenzin Executive Engineer

Namgay Pshering

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料４ 討議議事録（Ｍ／Ｄ） 
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４．討議議事録（Ｍ／Ｄ） 

（１）現地調査 
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